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第１ 監査の趣旨

県が、法令の定めるところにより適正に事務を執行し、かつ、組織及び運営の合理化に

努めているか、また、県の事務事業の執行が行政目的を達成しているかどうかについて、

地方自治法第１９９条第２項の規定に基づき行政監査を実施した。

第２ 監査の対象と選定理由

１ 監査対象

県民ニーズに即した施策の展開について

～県民参加・利活用型事業等における県民ニーズの把握と対応状況～

２ 選定理由

平成２３年３月に策定された「石川県行財政改革大綱２０１１」においては、本格

的な分権型社会の到来を見据え、これまで以上に県民ニーズを踏まえた施策・事業及

び業務を実施することや、県民への県政情報の提供の充実に努めることにより、より

質の高い県民本位の行政サービスの提供を図ることとしている。

また、具体的な取り組み策としては、施設利用者・施策対象者に対するアンケート

の継続的実施などを掲げているところである。

こうした状況を踏まえ、今年度の行政監査においては 「県民ニーズに即した施策、

の展開～県民参加・利活用型事業等における県民ニーズの把握と対応状況～」をテー

マとし、県の施策や公の施設等に対する県民のニーズや満足度を十分に把握している

、 、 、 、か また 施策等への対応が適正であるかについて監査を行ったもので 監査結果が

県民に対するサービスの向上に資することを目的とするものである。

第３ 監査の実施概要

１ 監査の実施時期

平成２３年７月から２４年２月まで

２ 監査の実施方法

、 。概要調査 監査資料及び事務局職員による現地調査報告に基づいて監査を実施した

３ 監査の内容及び着眼点

監査の内容は、以下のとおりとした。

（１）県民意見募集制度の実施状況

県の施策の方向性等を明らかにする基本構想等（ 基本構想、ビジョン、プラ「

ン、基本方針、指針等」をいう。以下同じ ）の策定に当たり事前に県民の意見。
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を求める制度である「石川県県民意見募集制度（平成１６年４月１日策定 （以）」

下「パブリックコメント」という。参考資料Ｐ１２「石川県県民意見募集制度

（パブリックコメント）指針 （以下「パブリックコメント指針」という ）参」 。

照）の実施状況

（２）広報・広聴制度の実施状況

① 県政モニター

② ほっと石川 県民のつどい

③ いしかわ夢づくりＥメール

（３）県民を対象とした学習講座（研修会、セミナー、体験教室等）及び体験イベン

ト等の県民参加型の行事（法定の講習会や資格取得に関する研修会等内容等が

制度として定められているもの等を除く。以下「県民参加・利活用型事業」とい

う ）並びに公の施設等の利用に対する県民ニーズの把握の状況等。

（４）教育文化に関係する施設（以下「教育文化関係施設」という ）における環境。

整備の状況

また、上記の内容に基づき、監査の着眼点を次のとおりとした。

（１）パブリックコメントの手続き及び施策への対応状況

① 県民の意見募集について、パブリックコメント指針に定める次に掲げる公表

方法を活用し、積極的に周知しているか。

ア ホームページへの掲載

イ 窓口における閲覧、配布

ウ 県が発行する広報誌等への掲載

エ 報道機関への情報提供

オ その他実施機関が必要と認める方法

② 県民の意見について、十分な検討がなされたうえで、施策等への対応が適正

に行われているか。

（２）広報・広聴制度の活用状況等

① 県政の広報・広聴制度が十分に活用されているか。

② 県民の県政に対する意見、要望、提案等について、適正な対応がなされてい

るか。

（３）県民参加・利活用型事業に係る県民ニーズの把握及び事業への対応状況等

① 県民ニーズの把握をどのような方法で行っているか。

② 県民ニーズの分析・検討時期及び体制は、適正か。

③ 分析・検討結果が活用されているか。

④ 事業の周知方法（広報活動）は、適正か。
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（４）教育文化関係施設における環境整備の状況

① 安全・防災対策は、適正に行われているか。

② 施設案内表示等は、適正に行われているか。

③ その他管理運営は、適正に行われているか。

４ 監査の対象とした機関及び監査対象件数

（１）監査の対象とした機関

監査の対象機関は、次に掲げる県民の施策ニーズの把握及び県民参加・利活用型事

業を実施している全ての機関（行政委員会にあっては、教育委員会及び公安委員会に

限る ）とし、各機関の実態を把握するため、原則として、平成１８年度から２２年。

度までの５年間における施策に対する県民ニーズの把握及び県民参加・利活用型事業

の実施状況について、概要調査を実施した。県民ニーズの把握状況については、総合

的なニーズ把握の体制と個別施策に係るニーズ把握の体制の両面から実施した。

① パブリックコメントを実施し、基本構想等を策定している機関

② 広報・広聴制度を所管している機関

③ 県民参加・利活用型事業を実施している機関（公の施設等を含む ）。

④ 公の施設等のうち教育文化関係施設を管理している機関

また、概要調査の結果を踏まえ、監査の内容ごとに分野別に偏りがないよう留意し

つつ機関を抽出し、詳細調査を実施した。

（２）監査対象件数

① パブリックコメント

平成１８年度から２２年度までの５年間に、６１の機関で策定された基本構想等

の７６件について調査した。

パブリックコメントは、４８の機関において６０件（７８．９％）について実施

されていた （表１）。
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表１ 基本構想等の策定及びパブリックコメントの実施件数（過去５年間）

（単位：件）

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ

区 分 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 計 ｺ ﾒ ﾝ ﾄ実

施率

基本構想等策定機関数 1(1) － － － 2(2) 3(3) －
総 務 部

基本構想等の件数 1(1) － － － 2(2) 3(3) 100％

基本構想等策定機関数 － － － － － － －
危機管理監室

基本構想等の件数 － － － － － － －

基本構想等策定機関数 3(2) 1(0) 1(1) － 1(0) 6(3) －
企画振興部

知 基本構想等の件数 4(3) 1(0) 1(1) － 2(0) 8(4) 50.0％

基本構想等策定機関数 3(3) － 1(1) － 2(2) 6(6) －
県民文化局

基本構想等の件数 4(3) － 1(1) － 2(2) 7(6) 85.7％

基本構想等策定機関数 4(4) 4(4) 6(6) 2(2) 2(2) 18(18) －
健康福祉部

事 基本構想等の件数 7(7) 8(8) 7(7) 3(3) 3(3) 28(28) 100％

基本構想等策定機関数 1(0) － － 1(0) 3(1) 5(1) －
環 境 部

基本構想等の件数 2(0) － － 1(0) 3(1) 6(1) 16.7％

基本構想等策定機関数 2(2) － － 1(1) － 3(3) －
商工労働部

部 基本構想等の件数 2(2) － － 1(1) － 3(3) 100％

基本構想等策定機関数 － － 1(0) － 2(0) 3(0) －
観光交流局

基本構想等の件数 － － 1(0) － 2(0) 3(0) 0％

基本構想等策定機関数 2(2) － 1(1) － 3(1) 6(4) －
農林水産部

基本構想等の件数 2(2) － 1(1) － 3(1) 6(4) 66.7％

局 基本構想等策定機関数 1(1) － － － － 1(1) －
競馬事業局

基本構想等の件数 1(1) － － － － 1(1) 100％

基本構想等策定機関数 2(2) 2(1) 1(1) － － 5(4) －
土 木 部

基本構想等の件数 3(3) 2(1) 1(1) － － 6(5) 83.3％

基本構想等策定機関数 － － － － － － －
出 納 室

基本構想等の件数 － － － － － － －

基本構想等策定機関数 19(17) 7(5) 11(10) 4(3) 15(8) 56(43) －
小計

基本構想等の件数 26(22) 11(9) 12(11) 5(4) 17(9) 71(55) 77.5％

基本構想等策定機関数 － － － － 1(1) 1(1) －
議会事務局

基本構想等の件数 － － － － 1(1) 1(1) 100％

基本構想等策定機関数 － 1(1) － － 1(1) 2(2) －
教育委員会

基本構想等の件数 － 1(1) － － 1(1) 2(2) 100％

基本構想等策定機関数 － － － 1(1) 1(1) 2(2) －
警察本部

基本構想等の件数 － － － 1(1) 1(1) 2(2) 100％

基本構想等策定機関数 19(17) 8(6) 11(10) 5(4) 18(11) 61(48) －
計

基本構想等の件数 26(22) 12(10) 12(11) 6(5) 20(12) 76(60) 78.9％

（注）括弧書きの数字は、パブリックコメントを実施したものの件数
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また、パブリックコメントが実施されていた基本構想等の６０件の中から、競馬

事業局及び警察本部を除き、該当部局１０機関から各１件を任意抽出し、現地調査

等による詳細調査を実施した。

詳細調査を実施した機関については、表２のとおりである。

表２ パブリックコメント詳細調査実施機関

募集期間

部 局 所 属 年度 案 件 (県民の意見に対する

考え方を公表した日)

総務部 行政経営課 22 石川県行財政改革大綱2011 仮称 H23.2.18～H23.3. 8「 （ ）」

案に対する意見募集について (H23.3.28)

企画振興部 企画課 20 北陸新幹線開業に向けたアクション H21.1.21～H21.2.16

プランへの意見募集 (H2 1 . 4 . 1 )

県民文化局 男女共同参画 22 「いしかわ男女共同参画プラン2011 H23.2. 1～H23.2.14

課 (仮称)」案に対する意見募集につい (H23.5.25)

て

健康福祉部 少子化対策監 22 「いしかわエンゼルプラン2010」 H22.8.12～H22.8.25

室 （案）に対するご意見募集について (H2 2 . 9 . 1 )

環境部 里山創成室 22 「石川県生物多様性戦略ビジョン」 H23.3.10～H23.3.23

(案)に対する意見募集について (H23.4.26)

商工労働部 産業政策課 21 「石川県産業革新戦略２０１０」及 H22.1.22～H22.2.12

び「いしかわ産業人材構想」に関す (H22.3.25)

る意見募集について

農林水産部 森林管理課 22 「いしかわ森林・林業・木材産業振 H23.1.12～H23.1.25

興ビジョン2011」(案)に関する意見 (H23.2.18)

募集について

土木部 都市計画課 20 都市計画区域マスタープラン変更案 H20.11.14～H20.11.28

について (H21.1.16)

教育委員会 庶務課学校教 22 「石川の教育振興基本計画（仮称 」 H22.10. 6～H22.10.20）

育活性化推進 中間まとめに関するご意見募集につ (H23.1.28)

室 いて

議会事務局 企画調査課 22 石川県議会基本条例（案）に対する H22.5.14～H22.5.27

意見募集 (H22.6.28)

１０機関）（

② 広報・広聴制度

広報及び広聴活動の総合的な計画及び調整を行う県民交流課広報広聴室（以下

「広報広聴室」という ）では、県民からの広聴の場として 「県政モニター 、。 、 」

「ほっと石川 県民のつどい」、電子メールを活用した「いしかわ夢づくりＥ
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メール」などを設け、県民から県政に対する意見、要望、提案等を聴き、これを

行政施策に活かすこととしており、その実施状況及び寄せられた県民の意見等へ

の対応状況について調査した。

また、今年度から創設された「県政インターネットモニター」についても監査

対象とした。

その制度の内容は、表３のとおりである。

表３ 広報広聴室が実施する広聴制度の内容

区 分 内 容 摘 要

県政モニター会議 知事とモニターが県政重要施策について直接 県政ﾓﾆﾀｰの

意見交換を行うもの 定員 110名

県政モニターテーマ別 県政の課題等から個別のテーマを選定し、モ

県 意見交換会 ニターと担当部局が意見交換を行うもの

政 県政モニター 県政モニターを対象に県の施策等に関する自 H20で終了

モ （自由意見） 由意見を求めるもの

ニ 県政テーマ通信 （アン 県政モニターを対象にテーマを設定してアン H21から実施

タ ケート調査） ケート調査を実施するもの

｜ 県政インターネットモ 県政インターネットモニターを対象に県の施 H23から実施

ニター（アンケート調 策等に関して、インターネットを利用してア 県政ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ

査） ンケート調査を実施するもの ﾓﾆﾀｰの定員

500名程度

ほっと石川 県民のつどい 知事と県民が県政重要施策等について直接意

見交換を行うもの

いしかわ夢づくりＥメール 県政に対する前向きで建設的な意見、提言等

をＥメールで募集するもの

③ 県民参加・利活用型事業

（本庁）

平成２２年度において、本庁の２４機関で実施されていた５４件の県民参加・利

活用型事業（平成２３年度において継続して実施されるものに限る。参加延べ人数

は、８２，５４４人）について、県民ニーズ把握や施策への対応状況について調査

した。

また、このうち、事業内容等を考慮し、部局に偏りがないよう１５機関２１件の

事業を任意抽出し、詳細調査を実施した （表４）。



- 7 -

表４ 本庁における県民参加・利活用型事業の件数及び参加人数（平成２２年度）

平成２２年度実施事業の
うち平成２３年度において 左記のうちの詳細調査対象

部局・課名 継続して実施されるもの
事 業 数 参加延べ人数 事 業 数 参加延べ人数

件 (人 (件) （人）（ ） ）
総務部
危機管理監室 ５ １，０１８ ２ ３８９
企画振興部
県民文化局 １６ ３３，３０２ ５ ４，２０２
県民交流課 ３ ３，８２８
男女共同参画課 ３ ８，２４６ ２ ４００
県民生活課 １０ ２１，２２８ ３ ３，８０２

健康福祉部 １４ ９，５１４ ４ ２，１２１
障害保健福祉課 ３ ５，４５９
医療対策課 ３ １，２４３
健康推進課 １ ７６９ １ ７６９
薬事衛生課 １ ６９ １ ６９
少子化対策監室 ６ １，９７４ ２ １，２８３

環境部 ２ １０，２１８ ２ １０，２１８
水環境創造課 １ ４，０００ １ ４，０００
自然環境課 １ ６，２１８ １ ６，２１８

商工労働部 ２ ４７８ ２ ４７８
産業政策課 １ ２５７ １ ２５７
労働企画課 １ ２２１ １ ２２１

観光交流局 ５ １，７８２ ２ ２６２
交流政策課 １ １１７
観光推進課 ２ １，４０３
国際交流課 ２ ２６２ ２ ２６２

農林水産部 ２ ３７０ １ ２２３
農業政策課 １ １４７
森林管理課 １ ２２３ １ ２２３

競馬事業局
土木部 ２ ９０ １ ４４
建築住宅課 １ ４４ １ ４４
港湾課 １ ４６

教育委員会 ５ ２５，５９２ ２ ７，０２３
学校指導課 ２ ７２３ １ ５４６
生涯学習課 １ ６，４７７ １ ６，４７７
スポーツ健康課 ２ １８，３９２

警察本部 １ １８０
交通企画課 １ １８０

計 ５４ ８２，５４４ ２１ ２４，９６０
(24機関) (15機関)

（注）事業数は、外部委託に係る事業を含む。

（出先機関・公の施設等）

出先機関や、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するために設けら

れた公の施設等については、平成２２年度において４０施設で実施されていた１０１

件の県民参加･利活用型事業（平成２３年度において継続して実施されるものに限

る。参加延べ人数は、１６２，９４５人）について、県民ニーズの把握や施策への

対応状況について調査するとともに、施設利用者に対するニーズの把握状況につい

ても調査した。

また、公の施設等のうち、教育文化関係施設の１８施設においては、全事業の

半数を超える６６件の県民参加・利活用型事業が実施され、参加延べ人数も
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１１８，０５９人と全事業参加者の大半（７２．５％）を占めていたことから、事

業内容等を考慮し、半数にあたる３３事業（参加延べ人数は、６１，３５３人 、）

１５施設を任意抽出し、詳細調査を実施した （表５）。

（ ）表５ 出先機関・公の施設等の県民参加・利活用型事業の件数及び参加人数 平成２２年度

平成２２年度実施事業の
うち平成２３年度において 左記のうちの詳細調査対象

施 設 名 継続して実施されるもの
事業数 参加延べ人数 事 業 数 参加延べ人数
（ ） （ ） ）件 (人） 件 (人

〈教育文化関係施設〉
石川四高記念文化交流館 ３ ６８９ ２ ６０４
石川県立能楽堂 ２ １，２７２ ２ １，２７２
石川県立白山ろく民俗資料館 ５ １０２ ３ ７５
のと海洋ふれあいセンター １ ３７７ １ ３７７
石川県ふれあい昆虫館 ３ ２，００６ ３ ２，００６
いしかわ動物園 ４ ８９１ ４ ８９１
石川県立伝統産業工芸館 １ １３１ １ １３１
石川県海洋漁業科学館 １ １，８８２ １ １，８８２
石川県立図書館 ５ １，３４２ ３ １，０２１
石川県立生涯学習センター １２ ２，７３６ ３ １，０９１
石川県立自然史資料館 ６ ２，６８３ ３ ２，４７６
石川県埋蔵文化財センター ７ １３，２５７ ３ ９，３５３
いしかわ子ども交流センター ４ ６７，９５４ ２ ２５，７０７
いしかわ子ども交流ｾﾝﾀｰ小松館 １ ８，９２７ １ ８，９２７
いしかわ子ども交流ｾﾝﾀｰ七尾館 １ ５，５４０ １ ５，５４０
石川県立美術館 ２ ７８８
石川県立歴史博物館 ３ ５４４
石川県国際交流センター ５ ６，９３８

計(18施設) ６６ １１８，０５９ ３３ ６１，３５３
〈公園等施設〉
大野湊緑地公園 １ １１０
健民海浜公園(ﾌﾟｰﾙｲﾍﾞﾝﾄ) １ ２７，６０５
奥卯辰山健民公園 １ ３，０００
犀川緑地 ２ ６０６
北部公園 １ １，８００
能登歴史公園 １ ６０
白山ろくテーマパーク ３ ６３４
石川県森林公園 １ ９６３
健康の森 １ １９９
県民の森 １ ２１２

計(10施設) １３ ３５，１８９
〈技能養成施設〉
石川県立九谷焼技術研修所 １ １４
石川県立山中漆器産業技術ｾﾝﾀｰ １ ５２

計(２施設) ２ ６６
〈主として相談・調査等を行う施設〉
リハビリテーションセンター ３ ２，４８１
石川県こころの健康センター ２ １８２
石川県発達障害支援センター １ １４９
石川県消費生活支援センター ４ １，３９９

計(４施設) １０ ４，２１１
〈病院〉
石川県立中央病院 １ １５２

計(１施設) １ １５２
〈上記以外の出先機関〉
石川中央保健福祉センター １ ３０
石川県白山自然保護センター １ １，９３１
石川県農業総合研究センター １ ２，０００
石川県林業試験場 ５ １９５
石川県金沢城･兼六園管理事務所 １ １，１１２

計(５施設) ９ ５，２６８
合 計 １０１ １６２，９４５ ３３ ６１，３５３

(40施設) (15施設)
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詳細調査の実施機関は、当該１５施設を所管している１室５課、６出先機関であ

る （表６）。

④ 教育文化関係施設の環境整備

上記③で選定した教育文化関係施設１５施設においては、県民サービス向上のた

めの環境整備の状況についても詳細調査を実施した。

なお、地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者等に施設の管理を

委託しているものについては、同法第１９９条第７項の規定に基づき、当該施設の

管理委託者においても詳細調査を実施した。

表６ 教育文化関係施設の詳細調査実施機関

地方自治法第199条第7項の
部 局 施設の名称 調査実施機関

規定に基づく調査先

1 県民文化局 石川四高記念文化交流館 同 左※

2 〃 石川県立能楽堂 〃※

3 〃 石川県立白山ろく民俗資料館 〃※

管理委託者： 財）いしかわ子育て支援財団4 健康福祉部 いしかわ子ども交流センター 少子化対策監室 （

5 〃 いしかわ子ども交流ｾﾝﾀｰ小松館 〃 〃

6 〃 いしかわ子ども交流ｾﾝﾀｰ七尾館 〃 〃

指定管理者： 財）石川県県民ふれあい公社7 環 境 部 のと海洋ふれあいセンター 自然環境課 （

8 商工労働部 石川県立伝統産業工芸館 経営支援課 指定管理者：ﾅｶﾀﾞ･ｸﾗﾌﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

指定管理者： 財）石川県県民ふれあい公社9 観光交流局 いしかわ動物園 交流政策課 （

10 〃 石川県ふれあい昆虫館 〃 〃

11 農林水産部 石川県海洋漁業科学館 水産総合ｾﾝﾀｰ※

12 教育委員会 石川県立図書館 同 左※

13 〃 石川県立生涯学習センター 〃※

指定管理者：NPO法人石川県自然史センター14 〃 石川県立自然史資料館 生涯学習課

指定管理者： 財）石川県埋蔵文化財センター15 〃 石川県埋蔵文化財センター 文化財課 （

詳細調査実施機関：１２機関（１室５課、６出先機関 【指定管理者等５機関】）

（注）※は、県の出先機関を示す。
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第４ 監査対象機関における県民ニーズの把握と対応状況

１ パブリックコメントについて

平成１８年度から２２年度までの５年間において、基本構想等は、６１の機関で７６

件策定されており、このうち、パブリックコメントは、４８の機関で６０件（７８．９

％）実施されていた （Ｐ４ 表１）。

パブリックコメントが実施されていなかった１６件のうち、アンケート調査により県

民の意見の把握が行われていたものが４件、緊急を要する等のため、関係市町や団体を

通じて意見等の把握が行われていたものが１件あった。

その他の１１件については、関係市町で行ったパブリックコメントや地元説明会を通

じて汲み取った県民のニーズを踏まえ、関係市町と連絡調整のうえ策定しているものが

４件、有識者で構成されている審議会等の検討に委ねていたものが７件であった。

詳細調査を実施した１０機関及びその実施状況は、付表１（Ｐ３８）のとおりである

が、主な内容は、以下のとおりであった。

（１）県民の意見の募集方法及び募集期間について

県民の意見の募集方法については、パブリックコメント指針の第５において、

「 、 、 、ホームページへの掲載 窓口における閲覧・配布 県が発行する広報誌等への掲載

報道機関への情報提供及びその他実施機関が必要と認める方法を活用し、積極的に周

知を図るものとする 」と規定されているが、一部の機関において 「広報いしかわ」。 、

などの広報誌等への掲載や報道機関への情報提供がなされていないものが見られた。

（表７）

表７ パブリックコメント実施案件に係る県民の意見募集方法

募 集 方 法

詳細調査を実施した ホームページ 窓口における 広報いしかわ 報道機関への その他

（市町での閲覧等）１０件の案件に係る 掲載 閲覧・配布 等掲載 情報提供

県民の意見募集方法 １０件 １０件 ５件 ８件 ４件

(100％) (100％) (50％) (80％) (40％)

、 、 、なお 県民の意見の募集期間については パブリックコメント指針の第６において

「 」 、 、２週間以上 と定められているが 詳細調査を実施した１０件の案件全てにおいて

適正な期間が確保されていた。

（２）県民の意見についての検討期間について

詳細調査を実施した１０件のパブリックコメントに係る県民の意見の募集終了の日

から基本構想等の策定までの期間は、平均日数が５２日、最長１８６日、最短６日と

なっていた。
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（３）県民から提出された意見の対応状況等について

、詳細調査を実施した１０件のパブリックコメントに提出された県民の意見の総数は

５６８件で、うち基本構想等への反映は、４２件（７．４％）で、個別施策の要望・

提案等で今後の参考とするものが１９２件（３３．８％）となっていた。

また、既に、基本構想等に盛り込まれていたもの又は実施済みであったものが、

２０９件（３６．８％ 、施策への対応に慣じみ難いものが１２５件（２２．０％））

となっていた （表８）。

表８ パブリックコメントに提出された県民の意見の基本構想等への対応状況等

詳細調査を実 左 記 の 内 訳

施したﾊﾟﾌﾞﾘｯ 基本構想等へ反 個別施策の要望・ 既に基本構想等に盛

ｸｺﾒﾝﾄに提出 映したもの 提案等で今後の参 り込まれていたもの・ 施策への対応に慣じみ難いもの

された県民の 考とするもの 実施済みであったも

意見の総数 の

制度的・性質的に困難・効果等に検 ２３件

５６８件 ４２件 １９２件 ２０９件 討を要するもの (4.0％)

(100％) (7.4％) (33.8％) (36.8％) 主義主張等案件の趣旨にそぐわない ８５件

もの (15.0％)

その他（所管事項以外、基本構想等 １７件

に直接関係のないもの等） (3.0％)

１２５件
計

(22.0％)

（４）基本構想等の策定及び県民の意見に対する考え方の公表までに要した日数について

パブリックコメント指針の第８第２項において 「実施機関は、構想等を策定した、

ときは、公表する。併せて、提出された意見の概要とこれに対する考え方を公表する

ものとする 」と規定されており、基本構想等の策定の公表と提出された県民の意見。

に対する考え方の公表を同時に行うこととされているが、２機関において基本構想等

が策定される前に県民の意見に対する考え方の公表を行った事例が見られた。また、

県民の意見の募集終了から基本構想等の策定までに要した平均日数は５２日、県民の

意見に対する考え方の公表までに要した平均日数は４５日となっていた （表９）。

表９ 県民の意見募集終了から基本構想等の策定及び県民の意見に対する考え方の

公表までに要した日数

県民の意見募集終了から基本構 県民の意見募集終了から県民の意見に

想等の策定までに要した日数 対する考え方の公表までに要した日数

平均 ５２日 ４５日

詳細調査実施案件１０件 最長 １８６日 １００日

最短 ６日 ７日
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（参考）

石川県県民意見募集制度(パブリックコメント)指針 平成１６年４月１日策定
第１ 目的
この指針は、県民意見募集制度（以下「パブリックコメント」という ）の実施に関し必要な事項を定めることにより、県民。

の県政への積極的かつ幅広い参画の機会を確保するとともに、県政運営の公正の確保及び透明性の向上を図り、もって県民と
の協働による県政の推進に資することを目的とする。

第２ 定義
「 」 、 、 、 、１ この指針において パブリックコメント とは 県の政策等の立案段階において その立案に係る趣旨 内容等を公表し

県民等から意見を募集し、提出された意見を考慮して政策等の立案を行うとともに、意見に対する県の考え方を公表する一
連の手続をいう。

２ この指針において「実施機関」とは、知事、教育委員会、公安委員会、警察本部長、選挙管理委員会、監査委員、人事委
員会、地方労働委員会、海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会、収用委員会をいう。

第３ 対象
パブリックコメントの対象は、次に掲げるもののうち、県民生活に広く関わるものであって、事前に県民の意見を求める必

要性の高いものとする。ただし、迅速性又は緊急性を要するもの、軽微なもの及び公共の安全に支障が生じると認められるも
の等は除くことができる。
(1) 県の基本構想の策定又は改定
(2) 県民に義務を課し、又は権利を制限することを内容とする条例(地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴
収に関するものを除く。)の制定又は改廃に係る案の策定

(3) その他実施機関が必要と認めるもの

第４ 公表時期及び公表資料
１ 実施機関は、この制度の対象となる基本構想、条例等(以下「構想等」という。)について、意思決定を行う前の適切な時
期に、構想等の案を公表するものとする。

２ 実施機関は、前項の規定により構想等の案を公表するときは、併せて次に掲げる関係資料を公表するよう努めるものとす
る。
(1) 構想等の案を作成した趣旨、目的及び背景
(2) 構想等の案の概要
(3) 構想等の案に関連する次の資料
ア 根拠法令
イ 構想等の策定又は改定にあたっては、上位構想の概要
ウ その他必要な資料

第５ 公表方法
実施機関は、次に掲げる公表方法を活用し、積極的に周知を図るものとする。
(1) ホームページへの掲載
(2) 窓口における閲覧、配布
(3) 県が発行する広報誌等への掲載
(4) 報道機関への情報提供
(5) その他実施機関が必要と認める方法

第６ 意見等の募集期間
実施機関は、県民等が意見を提出するために必要と判断される時間を勘案し、２週間以上の募集期間を定め、構想等の案の

公表時に明示するものとする。

第７ 意見等の提出方法
１ 実施機関は、意見の提出方法として郵便、ファクシミリ、電子メール又はホームページ等の手段によることとし、構想等
の案の公表時に明示するものとする。

２ 実施機関は、原則として、意見を提出する者に対し、氏名、名称その他の属性の明記を求めるものとする。
なお、当該属性に関する情報を公表する場合には、構想等の案の公表時に明示しなければならない。

第８ 意見等の取扱い
１ 実施機関は、提出された意見を考慮して構想等の策定に努めるものとする。
２ 実施機関は、構想等を策定したときは、公表する。併せて、提出された意見の概要とこれに対する考え方を公表するもの
とする。ただし、当該意見に石川県情報公開条例（平成12年石川県条例第46号）第７条に規定する非公開情報が含まれてい
る場合は、当該意見の全部または一部を公表しないものとする。

３ 前項の規定による公表については、第５の規定を準用する。

第９ 他制度との調整
附属機関等が、この指針の規定に準じた手続を経て策定した報告又は答申に基づき実施機関が構想等を立案する場合、及び

構想等の立案に関し公聴会討議、事前の告示等の手続が法令等で定められている場合は、この指針の目的に適うものとみなし
て、この指針の規定は適用しない。

第10 一覧表の作成
１ 知事は、県民の利便に資するため、パブリックコメントを行っている対象の一覧表を作成し、行政情報サービスセンター
及び各行政相談窓口において閲覧に供するとともに、県のホームページに掲載するものとする。

２ 前項の一覧表には、次に掲げる事項を記載するものとする。
(1) 構想等の名称
(2) 意見の募集期間
(3) 問い合わせ先

第11 その他
この指針に定めるもののほか、この指針の施行に関し必要な事項は、別に定める。
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２ 広報・広聴制度について

、 「 」、平成１８年度から２２年度までの５年間で 広報広聴室が実施する 県政モニター

「ほっと石川 県民のつどい」及び「いしかわ夢づくりＥメール」について調査すると

ともに、各部局に対しても、平成２０年度から２２年度までの３年間における県民から

寄せられた意見に対する施策への対応状況を調査した。

その実施状況は、次のとおりである。

なお、これらの広聴制度において寄せられる県民の意見は、広く県政全般にわたる自

、 、 、 、 、由な意見であり また 実態として 広報的な要素も持つものであるため その内容も

要望や感想的なもの、応援メッセージ的なもの、主義主張にかかるもの、県政のみなら

ず国政や市町等の施策に関するものなど多種多様であった。

（１）県政モニターの活用状況

広報広聴室では、県政を共に考えるパートナーとして 「県政モニター」を設置し、

。 、 、 （ 、ている 県政モニターは 平成２３年１２月末日現在 １１０人 市町長推薦８０人

一般公募３０人)が委嘱されており、県政モニター会議や県政モニターテーマ別意見

交換会への参加、県政テーマ通信（アンケート調査）の回答等を行っている。

① 県政モニター会議

平成１８年度から２２年度までにおいて、県政モニター会議は、４回開催され、

延べ２８人の方々が発言し、意見交換が行われていた。

② 県政テーマ別意見交換会

県政テーマ別意見交換会については、毎年度、２～３テーマを設けて、金沢、

加賀及び能登の各地区ごとに開催されており、延べ４１８人の方々が参加され、

施策を展開するうえで参考となる意見交換がなされた。

③ 県政モニター（自由意見）

平成１８年度から２０年度までの３年間において、随時、３９７件の意見が寄せ

られ、広報広聴室を通じ、それぞれ、各担当部局から回答されていた。

なお、県政モニターからの自由意見募集は、平成２０年度で終了し、２１年度か

ら、テーマを設けてアンケート調査を行う県政テーマ通信に移行した。

④ 県政テーマ通信（アンケート調査）

平成２１年度から県政モニターを対象として、アンケート調査を実施しており、

平成２１年度及び２２年度において、５テーマについて、延べ４８９人（対象者

５４５人・回答率８９．７％）の方々から回答を得ており、施策を展開するうえで

。 、 、 「 」役立てられた さらに 平成２３年度 新たに 県政インターネットモニター制度

を創設し、応募のあった４１１人を登録して、インターネットを活用したアンケー
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ト調査が行われた。今年度は、１２月末日までに７テーマについて実施され、県政

モニター延べ６６３人に加え、県政インターネットモニター延べ２，２８５人、

併せて延べ２，９４８人（県政モニター対象者延べ７７０人・回答率８６．１％、

県政インターネットモニター対象者延べ２，８５８人・回答率８０．０％）の方々

から回答を得ていた （表１０）。

表10 県政テーマ通信（アンケート調査）の実施状況

(％)年度 テ ー マ モニター区分 回答率対象者数 回答者数(人) (人)

地球温暖化対策について 109 95 87.2県政モニター

H21 生物多様性について 109 99 90.8県政モニター

食品ロスの削減について 109 100 91.7県政モニター

計 327 294 89.9

白山スーパー林道について 109 97 89.0県政モニター

H22 反射タスキ着用普及について 109 98 89.9県政モニター

計 218 195 89.4

95 86.4県政モニター 110

県政インターネットモニター 411 345 83.9石川県ホームページについて

小計 440 84.5521

93 84.5県政モニター 110

県政インターネットモニター 411 334 81.3イノシシ肉の利活用について

小計 427 82.0521

98 89.1県政モニター 110

県政インターネットモニター 411 322 78.3住宅の耐震化促進について

小計 420 80.6521

92 83.6食肉の生食を原因とする食中 県政モニター 110

H23 県政インターネットモニター 407 336 82.6毒の危険性について

小計 428 82.8517

家庭での省エネ・節電の取り 110 95 86.4県政モニター

組みについて 県政インターネットモニター 406 302 74.4

小計 516 397 76.9

110 95 86.4県政モニター

若者の就職について 県政インターネットモニター 406 321 79.1

小計 516 416 80.6

110 95 86.4県政モニター

日常の買い物について 県政インターネットモニター 406 325 80.0

小計 516 420 81.4

770 663 86.1県政モニター

計 県政インターネットモニター 2,858 2,285 80.0

計 3,628 2,948 81.3

合 計 4,173 3,437 82.4

（２ 「ほっと石川 県民のつどい」開催状況等）

「ほっと石川 県民のつどい」は、県民の方々と知事や県の担当部局が県政の重要

なテーマについて、直接、意見交換をする場となっており、平成１８年度から２２年
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度までにおいては、毎年度、１回、開催しており、延べ４１人の方々と県政の様々な

分野について、施策に役立つ意見交換がなされた。

（３ 「いしかわ夢づくりＥメール」に寄せられた県民の意見等への対応状況）

県民の方々から、よりよい石川づくりへの提案等を募集する場として、平成１８年

度、ホームページ上に「いしかわ夢づくりＥメール」を開設し､多数の提言等が寄せ

られた。

このうち、平成２０年度から２２年度までにおいては、延べ５１５人（回答件数

ベースで５９３件）からの意見等が寄せられ、広報広聴室を通じて、内容等に応じ、

各担当部局から回答がなされた。

部局別の意見、提案等の件数は、表１１のとおりである。

なお、匿名による意見や県の施策に直接関係しない意見であるため回答することが

できないものが３４６件（５８．３％）あった。

表11 「いしかわ夢づくりＥメール」に寄せられた県民の意見等に

係る該当部局別内訳

（単位：件）

H20 H21 H22 計 割合

総務部 12 14 26 52 8.8％

危機管理監室 1 0 30 31 5.2％

企画振興部 13 28 14 55 9.3％

県民文化局 12 10 17 39 6.6％

健康福祉部 19 19 21 59 9.9％

環境部 4 10 15 29 4.9％

商工労働部 7 4 6 17 2.9％

観光交流局 11 12 9 32 5.4％

農林水産部 4 2 8 14 2.3％

競馬事業局 0 0 4 4 0.7％

土木部 30 34 23 87 14.7％

企業局 3 4 0 7 1.2％

教育委員会 16 14 12 42 7.1％

議会事務局 1 3 2 6 1.0％

警察本部 9 4 5 18 3.0％

該当部局なし 45 28 28 101 17.0％

計 187 186 220 593 100％

うち匿名等 109 92 145 346 58.3％

（注）県の施策と直接関わりのない意見等であっても、関係すると思われる

部局に提供されているが、明らかに県政に関係のないものは 「該当部局、

なし」とした。
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３ 県民参加・利活用型事業について

（本庁）

概要調査では、各部局等における施策に対する県民ニーズの把握方法及び県民参加・

利活用型事業の実施状況について調査した。

本庁では、県民ニーズの把握は、主にアンケート調査により行われており、平成

２２年度の実施機関数は、１５機関となっていた （表１２）。

また、一部であるが、Ｅメールによる把握も行われていた。

表12 本庁におけるアンケート実施機関数（平成２２年度）

ｱ ﾝ ｹ ｰ ﾄ区 分 摘 要実施機関

総 務 部 ０

危機管理監室 １ 危機対策課

企 画 振 興 部 １ 空港企画課知

県 民 文 化 局 ３ 県民交流課、男女共同参画課、県民生活課

健 康 福 祉 部 ３ 健康推進課、薬事衛生課、少子化対策監室事

環 境 部 １ 水環境創造課

商 工 労 働 部 １ 労働企画課部

観 光 交 流 局 ０

農 林 水 産 部 ２ 農業政策課、森林管理課局

競 馬 事 業 局 １ 競馬総務課

土 木 部 １ 建築住宅課

出 納 室 ０

小計 １４

議 会 事 務 局 ０

教 育 委 員 会 １ 学校指導課

警 察 本 部 ０

計 １５

アンケート調査の実施件数は、表１３のとおりであり、平成１８年度は１０件、

２２年度は２５件で、５年間で２．５倍となっていた。

また、平成２２年度において、県民参加・利活用型事業は、４８件（外部委託に係

る事業を除く ）実施されており、１５件（３１．３％）の事業について、アンケー。

ト調査が実施されていた。

アンケート調査の実施時期は、計画策定等に資するものは企画立案時、県民参加・

利活用型事業については事業実施後となっていた。
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表13 本庁における県民ニーズ把握のためのアンケート調査件数
（単位：件）

区 分 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 計

アンケート調査件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

総 務 部 うち県民参加型事業に係るもの ０ ０ ０ ０ ０ ０

県民参加型事業実施件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

アンケート調査件数 １ １ １ １ １ ５

危機管理監室 うち県民参加型事業に係るもの １ １ １ １ １ ５

県民参加型事業実施件数 １ １ ３ ４ ５ １４

アンケート調査件数 ３ ０ ２ ０ ２ ７

企 画 振 興 部 うち県民参加型事業に係るもの ０ ０ ０ ０ ０ ０

県民参加型事業実施件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０知

アンケート調査件数 ３ ５ ８ ９ ８ ３３

県 民 文 化 局 うち県民参加型事業に係るもの ３ ５ ８ ９ ８ ３３

県民参加型事業実施件数 １０ １１ １４ １６ １６ ６７

アンケート調査件数 １ ３ ２ １ ３ １０

健 康 福 祉 部 うち県民参加型事業に係るもの １ ２ １ １ ２ ７

県民参加型事業実施件数 ７ ７ １１ １０ １２ ４７事

アンケート調査件数 １ １ １ １ １ ５

環 境 部 うち県民参加型事業に係るもの １ １ １ １ １ ５

県民参加型事業実施件数 ２ ２ ２ ２ ２ １０

アンケート調査件数 ０ １ １ １ １ ４

商 工 労 働 部 うち県民参加型事業に係るもの ０ １ １ １ １ ４

県民参加型事業実施件数 １ １ １ １ １ ５部

アンケート調査件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

観 光 交 流 局 うち県民参加型事業に係るもの ０ ０ ０ ０ ０ ０

県民参加型事業実施件数 ０ ０ １ ２ ４ ７

アンケート調査件数 ０ ０ ０ １ ２ ３

農 林 水 産 部 うち県民参加型事業に係るもの ０ ０ ０ ０ ０ ０

県民参加型事業実施件 ０ ０ ０ ０ １ １局

アンケート調査件数 ０ １ ２ ３ ４ １０

競 馬 事 業 局 うち県民参加型事業に係るもの ０ ０ ０ ０ ０ ０

県民参加型事業実施件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

アンケート調査件数 １ １ １ １ ２ ６

土 木 部 うち県民参加型事業に係るもの １ １ １ １ １ ５

県民参加型事業実施件数 ２ ２ ２ ２ ２ １０

出 納 室 アンケート調査件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

アンケート調査件数 １０ １３ １８ １８ ２４ ８３

小 計 うち県民参加型事業に係るもの ７ １１ １３ １４ １４ ５９

県民参加型事業実施件数 ２３ ２４ ３４ ３７ ４３ １６１

議 会 事 務 局 アンケート調査件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

アンケート調査件数 ０ ０ ０ ０ １ １

教 育 委 員 会 うち県民参加型事業に係るもの ０ ０ ０ ０ １ １

県民参加型事業実施件数 ４ ４ ３ ３ ４ １８

アンケート調査件数 ０ ０ １ ０ ０ １

警 察 本 部 うち県民参加型事業に係るもの ０ ０ ０ ０ ０ ０

県民参加型事業実施件数 １ １ １ １ １ ５

行政委員会等 アンケート調査件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０

アンケート調査件数 １０ １３ １９ １８ ２５ ８５

計 うち県民参加型事業に係るもの ７ １１ １３ １４ １５ ６０

県民参加型事業実施件数 ２８ ２９ ３８ ４１ ４８ １８４

（注）県民参加型事業実施件数は、直接執行に係る件数であり、外部委託に係る事業は含まれていない。
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県民参加・利活用型事業については、１５機関２１件（小事業名のものを含めると

２６件）の事業について、詳細調査を実施した。

当該事業の実施状況は、付表２（Ｐ４０）のとおりである。

また、詳細調査を実施した県民参加・利活用型事業に係る平成２２年度の県民ニー

ズの調査等の実施状況については、表１４のとおりである。

県民ニーズの調査等については、アンケート調査によるものが１９件（７３．１

％ 、参加者等から意見等を直接聴き取りしたものが２件（７．７％ 、合計２１件） ）

（８０．８％）の事業で実施されていたが、５件の事業については、実施されていな

かった。

アンケートの回収率は、７５％以上が１１件（５７．９％ 、５０％以上７５％未）

満が５件（２６．３％ 、２５％以上５０％未満が１件（５．３％ 、２５％未満が） ）

２件（１０．５％）となっていた。

県民ニーズの調査等で把握した結果を組織内で共有化する取り組みについては、県

民ニーズ調査が実施されていた２１件の事業のうち、関係者間で供覧処理されていた

ものが１９件（９０．５％ 、供覧がなされていないものが２件となっていた。）

定員に対する参加率については、７５％以上が１１件（４２．３％ 、５０％以上）

７５％未満が２件（７．７％ 、２５％以上５０％未満が３件（１１．５％ 、２５） ）

％未満が１０件（３８．５％）となっていた。

参加者数や満足度等に係る目標設定については、設定されていたものが１６件

（６１．５％ 、設定されていなかったものが１０件（３８．５％）となっていた。）



- 19 -

表14 本庁における平成２２年度の県民参加・利活用型事業に係る県民ニーズ調査等の

状況（詳細調査：１５機関）

（単位：件）

実 施

アンケート調査 直接聴き取り 未実施 計県民ニーズ調査等の

19 2 5 26実施状況

(73.1％) (7.7％) (19.2％) (100％)

21(80.8％)

75％以上 50％～75％未満 25％～50％未満 25％未満 計

11 5 1 2 19アンケート回収率

(57.9％) (26.3％) (5.3％) (10.5％) (100％)

有 り 無 し 計県民ニーズに係る意

19 2 21見等の組織内共有化

(90.5％) (9.5％) (100％)

75％以上 50％～75％未満 25％～50％未満 25％未満 計

11 2 3 10 26定員に対する参加率

(42.3％) (7.7％) (11.5％) (38.5％) (100％)

有 り 無 し 計

16 10 26目標設定

(61.5％) (38.5％) (100％)

アンケート調査等により把握された県民ニーズについては、対応可能なものについ

ては、その後の事業実施時に活かされていた。

事業の周知方法については、チラシや「広報いしかわ」などによる新聞紙面への掲

載、テレビ・ラジオの活用、報道機関への資料提供等、各種広報手段を用いてはいた

が、上記のとおり、定員に対する参加率が５０％未満のものが２６件の事業のうち

１３件（５０％）に見られた。

このほか、事業に係る費用対効果の観点から見ると、平成１８年度から２２年度ま

での５年間で、利用者が少なかったことなどから、一人当たりの費用が２万円を超え

るものも見られた。

（出先機関・公の施設等）

出先機関及び公の施設等における利用者ニーズの把握は、主にアンケート調査及び

意見募集箱の設置により行われており、平成２２年度のアンケート調査の実施及び意

見募集箱設置状況は、表１５のとおりである。

県民参加・利活用型事業を行っている施設は３５施設あり、このうち、当該事業に

係るアンケート調査を実施している施設は８施設であった。また、入館者など施設利

用者に対するアンケートは５９施設で行っており、意見募集箱は１７施設で設置され

ていた。
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また、県民参加・利活用型事業及び施設利用者に係るアンケート調査並びに意見募

集箱設置のいずれも行っていないとする施設は、２７施設あった。

アンケート調査及び意見募集箱の設置が行われていた施設の内訳は、付表３

（Ｐ４６）のとおりである。

なお、県民から直接要望や苦情等が寄せられていた施設も見られた。

表15 公の施設等における平成２２年度のアンケート調査の実施及び意見募集箱設置の

状況

（単位：件）

県民参加・利活用 施 設 利 用 者 ア ン 意見募集箱設置施

型事業に係るアン ケート実施施設 設

施 設 の 種 類 施 設 数 ケート実施施設

施設数 割 合 施設数 割 合 施設数 割 合

A B B/Aの() C C/A D D/A

教育文化関係施設 ２０(18) ４ 22.2％ １５ 75.0％ ７ 35.0％

スポーツ施設 １２(0) － － １２ 100％ ３ 25.0％

公園等施設 ４０(10) ０ 0％ ２３ 57.5％ １ 2.5％

都市公園 １８(7) ０ 0％ １３ 72.2％ １ 5.6％

自然公園 １７(0) － － ６ 35.3％ ０ 0％

その他 ５(3) ０ 0％ ４ 80.0％ ０ 0％

産業振興施設 ５(0) － － １ 20.0％ １ 20.0％

技能養成施設 ５(2) ２ 100％ １ 20.0％ ０ 0％

研修宿泊施設 ６(0) － － ５ 83.3％ ２ 33.3％

医療機関 ２(1) ０ 0％ １ 50.0％ １ 50.0％

主として相談・調査等を行う施設 ５(4) ２ 50.0％ ０ 0％ ２ 40.0％

その他 １(0) － － １ 100％ ０ 0％

計 ９６(35) ８ 22.9％ ５９ 61.5％ １７ 17.7％

（注）１ 上記には、公の施設のうち、学校、県営住宅、下水道施設、教育センター及び金沢城調査研究所

は、含まれていない。

２ 施設数括弧書きの数字は、県民参加・利活用型事業を実施している施設の数

（参考）このほか、出先機関では、南加賀保健福祉センター、石川中央保健福祉センター、能登中部保健福

祉センター及び能登北部保健福祉センターの４機関がアンケート調査を実施している。

また、県民参加・利活用型事業に係るアンケート調査及び施設の管理運営に係るア

、 、 、ンケート調査の実施件数については 表１６のとおりであり 平成１８年度は１９件

平成２２年度は８８件となっており、この５年間で、約４．６倍となっていた。

このうち、平成２２年度において、県民参加・利活用型事業は、１０１件実施され

ており、２４件（２３．８％）の事業について、アンケート調査が実施されていた。
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表16 出先機関・公の施設等におけるアンケート調査実施件数

（単位：件）

区 分 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 計

総 務 部 県民参加型事業に係るアンケート ０ ０ ０ ０ ０ ０

(0) (0) (0) (0) (0) (0)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ ０ ０ ０ ０ ０

企 画 振 興 部 県民参加型事業に係るアンケート ０ ０ ０ ０ ０ ０

(0) (0) (0) (0) (0) (0)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ ０ ０ ０ １ １

県 民 文 化 局 県民参加型事業に係るアンケート ２ ２ ２ ４ ２ １２

知 (10) (10) (17) (20) (19) (76)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ２ ２ ３ ５ ６ １８

健 康 福 祉 部 県民参加型事業に係るアンケート ２ ２ ２ ２ ２ １０

(11) (10) (12) (12) (14) (59)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ １ １ １ ６ ９事

環 境 部 県民参加型事業に係るアンケート ２ ２ ２ ２ ２ １０

(2) (2) (2) (2) (2) (10)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ ７ ７ ７ ７ ２８

商 工 労 働 部 県民参加型事業に係るアンケート １ １ ２ ２ ２ ８

部 (2) (2) (3) (3) (3) (13)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ ０ ０ １ ２ ３

観 光 交 流 局 県民参加型事業に係るアンケート １ ０ １ １ １ ４

(15) (15) (15) (15) (15) (75)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ １ ５ ７ ７ ２０局

農 林 水 産 部 県民参加型事業に係るアンケート ０ ０ ０ ０ ０ ０

(7) (7) (7) (7) (7) (35)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ ０ １ １ ２ ４

土 木 部 県民参加型事業に係るアンケート ０ ０ ０ ０ ０ ０

(9) (10) (8) (9) (11) (47)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ４ ５ １２ １５ １５ ５１

県民参加型事業に係るアンケート ８ ７ ９ １１ ９ ４４

(56) (56) (64) (68) (71) (315)小 計 （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ６ １６ ２９ ３７ ４６ １３４

教 育 委 員 会 県民参加型事業に係るアンケート ４ ４ ５ ４ １５ ３２

(18) (21) (28) (27) (30) (124)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート １ ０ １４ １５ １７ ４７

警 察 本 部 県民参加型事業に係るアンケート ０ ０ ０ ０ ０ ０

(0) (0) (0) (0) (0) (0)（出先機関等） （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ０ ０ １ １ １ ３

県民参加型事業に係るアンケート １２ １１ １４ １５ ２４ ７６

(74) (77) (92) (95) (101) (439)計 （県民参加型事業実施件数）

施設の管理運営に係るアンケート ７ １６ ４４ ５３ ６４ １８４

合 計 １９ ２７ ５８ ６８ ８８ ２６０
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さらに、詳細調査を実施した教育文化関係施設（１５施設）における県民参加・利

活用型事業（３３件（小事業名のものを含めると４２件 ）に係る平成２２年度の県）

民ニーズ調査等については、表１７のとおりである。

なお、当該事業の実施状況は、付表４（Ｐ４８）のとおりである。

、 （ ． ）、県民ニーズ調査等については アンケート調査によるものが１３件 ３０ ９％

直接聞き取りを行ったものが６件(１４．３％)で、合計で１９件(４５．２％)の事業

において実施されていたが、２３件(５４．８％)の事業については、実施されていな

かった。

アンケートの回収率については、アンケート調査が実施されていた１３件の事業の

、 （ ． ）、 （ ． ）、うち ７５％以上が６件 ４６ １％ ５０％以上７５％未満が２件 １５ ４％

２５％以上５０％未満が３件（２３．１％）、２５％未満が２件（１５．４％）と

なっていた。

県民ニーズの調査等で把握した結果を組織内で共有化する取り組みについては、県

民ニーズ調査が実施されていた１９件の事業のうち、関係者間で供覧処理されていた

ものが１５件（７８．９％ 、供覧がなされていないものが４件となっていた。）

定員に対する参加率については、７５％以上が２０件（４７．６％）、５０％以上

７５％未満が５件（１１．９％）、２５％以上５０％未満が５件（１１．９％）、

２５％未満が１２件（２８．６％）となっていた。

参加者数や満足度等に係る目標設定については、設定されていたものが２０件

（４７．６％ 、設定されていなかったものが２２件（５２．４％）となっていた。）

表17 教育文化関係施設における平成２２年度の県民参加・利活用型事業に係る

県民ニーズ調査等の状況（詳細調査：１５施設）

実 施

アンケート調査 直接聞き取り 未実施 計県民ニーズ調査等の

13 6 23 42実施状況

(30.9％) (14.3％) (54.8％) (100％)

19(45.2％)

75％以上 50％～75％未満 25％～50％未満 25％未満 計

6 2 3 2 13アンケート回収率

(46.1％) (15.4％) (23.1％) (15.4％) (100％)

有 り 無 し 計県民ニーズに係る意

15 4 19見等の組織内共有化

(78.9％) (21.1％) (100％)

75％以上 50％～75％未満 25％～50％未満 25％未満 計

20 5 5 12 42定員に対する参加率

(47.6％) (11.9％) (11.9％) (28.6％) (100％)

有 り 無 し 計

20 22 42目標設定

(47.6％) (52.4％) (100％)
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アンケート調査等により把握された県民ニーズについては、対応可能なものについ

ては、次回以降の事業実施時において活用されていた。

事業の周知方法については、チラシや「広報いしかわ」などによる新聞紙面への掲

載、テレビ・ラジオの活用、報道機関への資料提供等、各種広報手段を用いてはいた

が、上記のとおり、定員に対する参加率が５０％未満のものが４２件の事業のうち

１７件（４０．５％）に見られた。

また、詳細調査を実施した教育文化関係施設における来館者を対象とした県民ニー

ズの把握状況は、表１８のとおりである。

、 、 、まず 利用者ニーズの把握を行い 県民のサービス向上に資することを目的として

意見募集箱又は意見記帳ノートを設置している施設は１５施設中９施設（６０％）で

あり、利用者アンケートを実施している施設は１０施設（６６．７％）であった。

また、２施設においては、意見募集箱又は意見記帳ノートの設置及び利用者アンケー

トのいずれも実施していなかった。

県民ニーズの組織内共有化については、意見募集箱やアンケート調査を実施してい

る１３施設のうち、集計及び供覧処理を行っていない２施設を除き、組織内で共有化

がなされていた。

表18 県民サービス向上のための県民ニーズの把握状況
（平成23年３月31日現在）
県民ニーズの把握

施 設 名 意見募集箱又 利用者アン 県民ニーズ

は 意 見 記 帳 ケート の組織内共

ノート 有化

石川四高記念文化交流館 有 有 有

能楽堂 無 無 －

白山ろく民俗資料館 無 無 －

いしかわ子ども交流センター 有 有 無

いしかわ子ども交流センター小松館 有 無 有

いしかわ子ども交流センター七尾館 有 無 無

のと海洋ふれあいセンター 有 無 有

伝統産業工芸館 有 有 有

いしかわ動物園 有 有 有

ふれあい昆虫館 有 有 有

海洋漁業科学館 無 有 有

図書館 有 有 有

生涯学習センター 無 有 有

自然史資料館 無 有 有

石川県埋蔵文化財センター 無 有 有

有 ９ 有 １０ 有 １１

計 １５施設 無 ６ 無 ５ 無 ２

２把握なし

いずれもなし２
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４ 教育文化関係施設における環境整備の状況について

、県民参加・利活用型事業の詳細調査を実施した教育文化関係施設１５施設について

県民サービス向上のための環境整備の状況についても詳細調査を実施した。

施設における安全防災対策等の状況は、表１９のとおりである。

安全・防災対策としては、バリアフリー化については、各施設において概ね整備さ

れていたが、耐震化については、昭和５６年６月に導入された新耐震基準を満たさな

い施設が６施設あり、うち国指定の重要文化財等のため、耐震化が困難な施設が２施

設、耐震化が予定されている施設が１施設で、残る３施設は、耐震化が未定という状

況であった。

また、施設の案内表示等については、１施設において、施設展示案内プレートや樹

木名プレートの劣化が進み、内容が分かりづらくなっていた。

表19 施設における安全防災対策等の状況 （平成23年３月31日現在）

安全・防災対策 施設等案内

施 設 名 表示バリアフリー
耐震化（耐震基準への対応）化（駐車場、

トイレ、スロー
プ等）

石川四高記念文化交流館 対応 未対応（耐震化困難） 適正

能楽堂 対応 一部未対応（舞台以外未対応） 適正

白山ろく民俗資料館 対応 未対応 適正

概ね対応 一部未対応（ﾌﾟﾚｲﾙｰﾑのみ未対応、H24年度

子ども交流センター （２階へのス 耐震化着手予定) 適正

ロープなし）

概ね対応

子ども交流センター小松館 （２階へのス 対応 適正

ロープなし）

概ね対応

子ども交流センター七尾館 （２階へのス 対応 適正

ロープなし）

のと海洋ふれあいセンター 対応 対応 適正

伝統産業工芸館 対応 未対応（耐震化困難） 適正

いしかわ動物園 対応 対応 一部不備

ふれあい昆虫館 対応 対応 適正

海洋漁業科学館 対応 対応 適正

図書館 対応 一部未対応（昭和４１年建築部分） 適正

生涯学習センター 対応 対応 適正

自然史資料館 対応 対応 適正

石川県埋蔵文化財センター 対応 対応 適正

対応 ９
１５施設 対応１５ 適正 １４

一部未対応 ３ （うち耐震化予定あり１）
一部不備１(概ね対応含む)

否 ３ （うち耐震化困難２）
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また、備品や建物等の管理等の環境整備面について、現地等で調査したところ、

次の問題点が見られた （表２０）。

表20 その他の環境整備（備品建物等）の問題点

施 設 名 問 題 点

白山ろく民俗資料館 展示室の光ディスクシステムが６年以上壊れたままとなってい

た。
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第５ 監査の結果及び意見

監査の結果、改善を要する事項として、１機関に対し１件（教育文化関係施設に関する

もの）の注意を行い、検討が望ましい事項として１機関に対し１件の意見を述べる。

また、対象機関を特定しない共通意見として、１１件を併せて述べる。

具体的な内容は、次頁以下に着眼事項別に掲載している。

表21 部局別監査対象数（詳細調査 、指摘件数、注意件数及び意見件数）

部局 個 別 指 摘 、 注 意 及 び 意 見 共

総 危 企 県 健 環 商 観 農 土 教 議 通
機 画 民 康 工 光 林 育 会

務 管 振 文 福 境 労 交 水 木 委 事 計 意
理 興 化 祉 働 流 産 員 務

指摘の内容等 部 監 部 局 部 部 部 局 部 部 会 局 見
室

1 1 1 5 4 3 3 2 2 2 6 1 29監 査 対 象 機 関 数
(15)(3) (3) (1) (1) (2) (1) (4)

- - - - - - - - - - - - -うち指摘のある機関数

- - - 1 - - - - - - - - 1うち注意のある機関数
(1) (1)

- - - - - - - - - 1 - - 1うち意見のある機関数

- - - - - - -指 摘 件 数 - - - - - -

- - 1 - - - - - - - - 1注 意 件 数 -
(1) (1)

- - - - - - - 1 - - 1 11意 見 件 数 - -

指摘 - - - - - - - - - - - - -
パブリックコメン
トについて 注意 - - - - - - - - - - - - -

着 意見 - - - - - - - - - 1 - - 1 4

眼 指摘 - - - - - - - - - - - - -
広報・広聴制度に

事 ついて 注意 - - - - - - - - - - - - -

項 意見 - - - - - - - - - - - - - １

別 指摘 - - - - - - - - - - - - -
県民参加・利活用

内 型事業について 注意 - - - - - - - - - - - - -

訳 意見 - - - - - - - - - - - - - 4

指摘 - - - - - - - - - - - - -

教育文化関係施設 注意 - - - 1 - - - - - - - - 1
における環境整備 (1) (1)
の状況について

意見 - - - - - - - - - - - - - 2

（注）括弧の数字は、教育文化関係施設に係る数を表す。
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１ パブリックコメントについて

（１）監査結果の概要

パブリックコメントは、県が各種施策を推進するうえで必要となる基本構想等の

策定に際し、県民の幅広い参画の機会を提供するとともに、県政運営の公平性や透

明性の確保などを図るための制度であり、県民生活に広く関わるものについては、

県民ニーズの把握や県民ニーズを踏まえたものになるよう配慮するためにも重要な

意義を有している。

今回、詳細調査を実施した１０件においても、提出された県民の意見について、

施策に反映されたもののほか、個別施策の要望・提案等で今後の参考となったもの

、 、 。や 既に施策化されていたものなどが多く それぞれ内容に応じた対応が見られた

また、パブリックコメントと併用してアンケート調査を実施したり、県政モニター

制度を活用して県民の意見を求めているものもあった。

しかしながら、緊急を要するため、関係市町や団体を通じてニーズを把握してい

ることから、パブリックコメントが実施されていないものが見られた。

また、県民の意見が比較的少ない案件も見られたが、この中には、県民の意見募

集に際し 「広報いしかわ」等への掲載や報道機関への情報提供が行われていない、

ものがあった。

さらに、県民の意見募集終了の日から比較的短期間のうちに基本構想等が策定さ

れている案件が見られたが、県民の意見について、慎重かつ十分な検討を行う適切

な期間の確保が求められるものが見られた。

このほか、パブリックコメント指針においては、基本構想等の策定の公表と県民

、 、の意見に対する考え方の公表を同時に行うよう規定されているが ２機関において

基本構想等の策定前に県民の意見に対する考え方を公表していた。

このうち、１つの機関にあっては、審議会で審議・検討等がなされ、その内容が

確定した後に県民の意見に対する考え方の公表を行っており 「提出された意見を、

考慮して政策等の立案を行う 」というパブリックコメント指針の趣旨に沿ってい。

ると言えるものもあるが、もう１件は、提出のあった県民の意見について、審議会

等における検討がなされる前に、その対応等の考え方を公表していたものである。

（２）指摘、注意及び意見

なしア 指摘

なしイ 注意
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ウ 意見

① パブリックコメントの実施について

監査対象期間内に策定された基本構想等のうち、事前に県民の意見を求めるパ

ブリックコメントが実施されていないものが見られた。

県民が県政に積極的に参画する開かれた県政を一層推進していくため、事前に

県民の意見を求める必要性があるものについては、パブリックコメントを実施す

るなどの対応が求められる。

なお、諸般の事情でパブリックコメントが実施できない場合においても、パブ

リックコメントに代わる手段として、アンケート調査や意見交換会などの機会を

設け、できるだけ県民ニーズを把握するよう努められたい。

共 通

② 意見募集の公表方法について

パブリックコメントの実施に際し、基本構想等の策定までに時間的な余裕がな

いことなどから、「広報いしかわ」などの県が発行する広報誌等への掲載がなかっ

たり、報道機関への情報提供がないなど県民への呼びかけが十分とは言い難いも

のが見られた。

広く県民から意見を募集するには、県が有する様々な広報媒体を活用すること

がより効果的であり、中でも、新聞紙面等を活用したり、報道機関への資料提供

などを行うことは、県民の意見募集の周知に有効である。パブリックコメントの

実施に際しては、できる限り多くの県民の意見を得るため、新聞紙面等への掲載

や報道機関への情報提供等、多様な媒体を活用する必要がある。

共 通

③ 県民の意見に対する検討期間について

パブリックコメントが実施されているものの、基本構想等の策定が、県民の意

見募集を終了した日から比較的短期間のうちになされ、提出された県民の意見に

ついて、慎重かつ十分な検討を行うに必要な期間が確保されていたとは言い難い

ものが見られた。

パブリックコメントの実施に際しては、県民の意見について、慎重かつ十分な
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検討が行える適切な期間を確保する必要がある。

共 通

④ 県民の意見に対する考え方の公表について

パブリックコメントに提出された県民の意見に対する考え方が、専門委員会及

び審議会が開催される前に公表されていた案件があった。

県民の意見は、まず、審議会の委員等の専門的な意見を踏まえ、慎重かつ十分

に検討を重ねるものであり、意見に対する考え方の公表は、基本構想等が策定さ

れた段階で行う必要がある。

都市計画課

⑤ 多面的な手法を活用した県民ニーズの把握について

、 、県民ニーズに即した基本構想等を策定するためには 企画立案段階においても

県民ニーズを把握することが重要である。

パブリックコメントだけでなく、アンケート調査やモニター制度を併用すると

ともに、審議会や検討会等における有識者の意見を取り入れるなど、多面的な手

法により的確な県民ニーズの把握に努める必要がある。

共 通
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２ 広報・広聴制度について

（１）監査結果の概要

「県政モニター」は、１１０人が委嘱されており、県民の意見、提言等を継続的

に把握し、それを施策に活用すること等により、県政運営に役立てるとともに、県

政に対する理解と関心を深め、県民参加型の県政の推進にも寄与している。

この県政モニター事業の一つでもある県政モニター会議や県政テーマ別意見交換

会では、県政モニターの方々と知事や各担当部局との間で、活発な意見交換や県政

に係る情報提供がなされており、それらの意見や情報については、県政モニターの

、方々がそれぞれの地域において周知･活用されることにもつながっていることから

広報・広聴の有効な場となっている。また、平成２１年度から設けられた県政テー

マ通信によるアンケート調査５件においても、高い回答率が得られ、施策を展開す

るうえで、有意義なものになっている。

、 「 」 、さらに 今年度から創設された 県政インターネットモニター制度 についても

応募のあった４１１人の方々にアンケート調査の協力をいただいているところであ

り、平成２３年１２月末までに実施した７件のテーマに係る調査では、高い回答率

が得られ、より広く県民の方々から広聴し、施策運営に役立てられている。

「ほっと石川 県民のつどい」では、県政の重要なテーマについて、県民の代表

の方々と知事の活発な意見交換が見られるほか、貴重な提言もいただいており、施

策展開にとって、有意義な手法となっている。

また 「いしかわ夢づくりＥメール」は、県民の皆様から、よりよい石川づくり、

に向けた建設的な意見を提言していただく場として設けられており、施策に反映さ

れた提言が見られた一方、県の施策に直接関わりのない意見等も相当数に及んでい

た。

（２）指摘、注意及び意見

ア 指摘 なし

イ 注意 なし

ウ 意見

① 広報・広聴制度の充実について

県政テーマ通信（アンケート調査）については、今年度から、県政インター
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ネットモニター制度も活用し、より幅広い県民の皆様からの意見等をお聴きして

おり、また、今年度後半からは、一部自由記載方式を取り入れ、県民ニーズの把

握手段としては、有効な手法の一つと考えられる。

したがって、今後とも、より多くの分野での活用を進めるとともに、実施方法

を工夫しながら、より一層、有効に活用されるよう努められたい。

また 「いしかわ夢づくりＥメール」については、引き続き、丁寧な対応に努、

めるとともに、県民がどういう分野に関心を持っているか、寄せられた意見等に

ついて、一定期間ごとに整理し、分野別の傾向をホームページ上に公表すること

などにより、より多くの県民から提言を得られるよう努める必要がある。また、

分析結果については、各部局間でも共有し、より良い施策につながるよう活用さ

れたい。

さらに、県民ニーズをより的確に把握するためには、各部局が実施している

具体的施策や県民参加・利活用型事業の内容についてもきめ細かく情報提供して

いくことも重要であることから、ホームページや報道機関などの各種の媒体を

有効に活用するなど広報面の充実・強化に取り組む必要がある。

共 通
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３ 県民参加・利活用型事業について

（１）監査結果の概要

県民参加・利活用型事業を進めるに際しては、参加者の意見・要望等を的確に

把握し、事業に適切に対応させることにより、参加者の満足度を高めるなど、県民

サービスの向上に努める必要があるが、参加者の意見等の把握がなされていない、

又は継続的に実施されていない機関が多く見られた。また、詳細調査を実施した教

育文化関係施設１５施設のうち、２施設で、意見募集箱の設置及び施設利用者アン

ケートのいずれも実施されていなかった。

また、県民の意見等を把握するためのアンケート調査等は実施されていたが、

回収率の低いものが見られた。

なお、利用者からの意見や要望等を直接聞き取りしているが、聞き取り結果の取

りまとめや関係者への供覧がなされていないなど、組織内で情報の共有化がなされ

ていない機関が見られた。

さらに、今回調査した県民参加・利活用型事業の中には、経済性及び効率性の

観点から、一人当たりの費用が適正とは言い難い講座や定員に対する参加率がかな

り低いものも見られた。

（２）指摘、注意及び意見

なしア 指摘

なしイ 注意

ウ 意見

① 参加者等のニーズ把握のためのアンケート調査等の実施について

県民参加・利活用型事業の参加者の意見・要望等を把握するためのアンケート

調査等が未実施又は継続実施されていない機関等があった。また、公の施設等に

おいては、意見募集箱の設置や来館者に対するアンケート調査等が実施されてお

らず、利用者の意見・要望等を把握していない施設があった。

また、アンケート調査等が実施されていたり意見募集箱が設置されていたが、

回収率の低いものが見られた。

アンケート調査等が未実施又は継続されていない機関等にあっては、アンケー

ト調査等や意見募集箱の設置を継続して実施し、また、参加者や来館者の意見・

要望等の回収率が低い機関にあっては、実施方法の改善工夫を重ね、より多くの

意見・要望等を聞き、県民の的確なニーズの把握を行い、事業や施設の管理運営

に適切に対応すること等により、利用者の満足度を高めるなど、県民サービスの

向上に資する必要がある。

共 通
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② 県民ニーズに係る意見や要望等の組織内共有化について

講座や体験イベントにおいて、参加者から意見・要望等を直接聞き取りしてい

たり、意見募集箱を設置したり、アンケート調査を実施しているものの、結果の

取りまとめ及び関係者への供覧がなされておらず、組織内の情報の共有化がなさ

れていないものが見られた。

聞き取りやアンケート調査で把握した意見や要望等は、組織内での情報の共有

化を図り、事業や施設の管理運営に適切に反映させることにより、参加者の満足

度を高めるなど県民へのサービス向上に資する必要がある。

共 通

③ 目標設定について

県民参加・利活用型事業の実施にあたり、参加者数や満足度等の目標を設定し

ていないものが多く見られた。

県民ニーズを起点に目標や評価指標を明らかにし、事業の実施を通じて、その

達成状況を的確に評価・検証することが重要であり、今後の事業の改善はもとよ

り、場合によっては、廃止を含めた大幅な見直しに資することになることから、

有効な目標や指標を設定する必要がある。

なお、設定した目標や指標については、固定化することなく、適宜適切に見直

すことが必要である。

共 通

④ 経済性、効率性等について

県民参加・利活用型事業の中に、定員に対する参加率が低く、一人当たりの費

用が相当高額になっているものなど、適正とは言い難いものが見られた。

県民の貴重な税金である公金を使用していることを改めて認識し、経済性、

効率性等を高める観点から、幅広く事業の周知を行い、より多くの県民の参加が

得られるよう広報活動の一層の充実・強化を図り、定員に対する参加率等をさら

に向上させる必要がある。

また、社会環境の変化等を踏まえた事業の有意性についても検証し、場合に

よっては、市町への移管、廃止等を含めた大幅な見直しについても検討する必要

がある。

共 通
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４ 教育文化関係施設における環境整備の状況について

（１）監査結果の概要

安全・防災対策については、トイレ等のバリアフリー化は概ね適切に整備されて

いたが、耐震化は、国指定の重要文化財等のため耐震化が不可能な施設や対応が

未定となっている施設が見られた。

、 、 。また 施設・設備の老朽化等が進み 安全面で配慮を要する施設などが見られた

さらに、故障により使用されていない備品等があるなど、管理上不備なものも見

られた。

（２）指摘、注意及び意見

なしア 指摘

イ 注意

① 備品の管理について

（ ） 、展示室内に設置されている光ディスクシステム 平成６年３月３１日購入 が

６年以上にわたり壊れたまま放置され、使用不能の状態となっている。

利用の必要性や補修の可能性等をよく検討し、修理又は廃棄等の適正な対応を

講ずる必要がある。

白山ろく民俗資料館

ウ 意見

① 安全・防災対策について

公の施設等は多くの県民が利用する施設であり、地震等の災害に対して、県民

が安全に利用できる施設としての対策を講ずるとともに、管理運営についても安

全上適正な配慮が求められる。しかしながら、施設・設備の老朽化等により安全

面でやや危惧される施設や耐震化の遅れている施設が見られた。

、 。施設の改修整備や耐震化を計画的に進め 施設の安全確保に努める必要がある

共 通

② 設備等の維持保全について

施設の一部で腐食等が進み、外観上好ましくない状態になっているものが見ら

れた。

イメージアップを図るためにも、修繕等を行う必要がある。

共 通
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第６ まとめ

県では 「石川県行財政改革大綱２０１１」において、施設利用者・施策対象者ア、

ンケートへの対応及び県民ニーズ把握のための施設利用者・施策対象者アンケートの

継続的実施などにより、より質の高い県民本位の行政サービスの提供を図ることとし

ている。

今回の行政監査では、県民参加・利活用型事業や公の施設等における県民のニーズ・

満足度の把握状況、また、県民から寄せられた意見に対する施策等へ適正な対応がな

されているかどうかという観点から監査を実施した。

なお、今回の監査は、本庁においては２３機関、出先機関においては６機関で実施

した。

今回の監査の結果を総括すると、次のような問題点が見られ、各々について意見を

述べた。

（１）パブリックコメントについては、

・監査対象期間内に策定等がなされた基本構想等のうち、パブリックコメントが実

施されていないものが見られたこと

・県民から提出された意見について、慎重かつ十分な検討を行うに必要な期間が確

保されているとは言い難いものが見られたこと

から、その改善を促すため、前記第５の１にあるとおり、

・県民が県政に積極的に参画する開かれた県政を一層推進していくため、事前に県

民の意見を求める必要性があるものについては、パブリックコメントを実施する

こと

・パブリックコメントの実施に際しては、県民の意見について慎重かつ十分な検討

が行える適切な期間を確保すること

などを述べた。

パブリックコメントは、県民の県政への積極的かつ幅広い参画の機会を確保する

とともに、県政運営の公正の確保及び透明性の向上を図り、もって県民との協働に

よる県政の推進に資することを目的としている。パブリックコメントの実施に際し

ては、この趣旨を十分に踏まえ、各種広報手段を活用し、積極的に周知を図るとと

もに、寄せられた意見等について、十分な検討が行える適切な期間を確保し、審議

会等を開催するなど、慎重に検討を重ねたうえで、法律や条例・規則、予算上の制

約等のある場合もあるが、可能な限り県民の意見等を案件へ反映させるなど適正に

対応し、県民との協働による県政の推進に資するよう努める必要がある。

（２）広報・広聴制度については、

・県政モニター制度や今年度創設された県政インターネットモニター制度は、幅広

い県民の皆様からの意見等をお聴きしており、県民ニーズの把握手段として有効

な手法の一つとして考えられることから、今後とも、より多くの分野での活用を

進めるとともに、実施方法を工夫し、より一層、有効な活用に努めること
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・県民ニーズをより的確に把握するためには、各部局が実施している具体的施策や

県民参加・利活用型事業の内容についてもきめ細かく情報提供をしていくことも

重要であることから、ホームページや報道機関などの各種媒体を有効に活用する

など広報面の充実・強化に取り組むこと

などを述べた。

近年の少子高齢化やグローバル化、高度情報化など社会環境の変化に伴い、県

民ニーズの多様化が進んでおり、県民の満足度を一層高めるためには、そのニー

ズを的確に把握し、分析・検討を行い、施策・事業等に適切に反映するなど適正

な対応が求められる。

そのためには、まず、県民の視点に立ち、必要とされている情報や施策につい

て、分かりやすく、また、関心を高めるよう工夫を重ねた情報提供を行うなど、

県政の理解や参加促進につながるより効果的な広報を展開するとともに、引き続

き、広報・広聴制度の拡充に取り組む必要がある。

（３）県民参加･利活用型事業については、

・県民参加・利活用型事業の参加者の意見・要望等を把握するためのアンケート調

査等が未実施又は継続実施されていない機関や公の施設等で意見募集箱の設置や

来館者に対するアンケート調査等が実施されていない施設が見られたこと

・参加者や来館者から意見・要望等を直接聞き取りしている事業の中には、結果の

取りまとめや供覧処理がなされず、組織内の情報の共有化について適正な対応が

なされていない機関が見られたこと

から、その改善を促すため、前記第５の３にあるとおり、

・アンケート調査等が未実施又は継続実施されていない機関等にあっては、アンケー

ト調査等や意見募集箱の設置を継続して実施すること

、 、・参加者や来館者から聞き取った意見・要望等は 組織内での情報の共有化を図り

事業や施設の管理運営に適切に反映させること等により、参加者の満足度を高め

るなど、県民へのサービス向上に資すること

などを述べた。

県民ニーズを的確に把握し、県民参加・利活用型事業へ適切に反映することによ

り、県民サービスを向上させ、満足度を高めるためには、様々な手法や機会を捉え

て、継続的なニーズの把握に努める必要がある。

、 、 、また 貴重な公金を使用して事業を実施していることを再認識し 事業の経済性

効率性、さらには、有意性を高める観点から、より多くの県民の参加が得られるよ

う広く周知するための広報活動の充実・強化に取り組む必要がある。

さらに、今回監査を実施した施設の中には、施設利用者が減少傾向にあるものが

多く見られたが、近年の少子高齢化や人口減少等の社会環境の変化に伴い、県民

ニーズの多様化等が進む中、施設の利用を促進していくためには、アンケート調査

等によるニーズの的確な把握や利用状況の分析等を行い、施設の管理運営に活かす

ことはもとより、様々な広報手段を活用した効果的なＰＲに努める必要がある。
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なお、市町や民間と機能が類似し、競合する施設については、中長期的な視点も

考慮し、そのあり方を検討する必要がある。

（４）教育文化関係施設については、

・設備の老朽化により、安全面で問題がある施設や安全管理に不備のある施設等が

見られたこと

から、その改善を促すため、前記第５の４にあるとおり、

・安全を確保するため、改善する必要があること

などを述べた。

公の施設等は、多くの県民が利用する施設であり、地震などの災害に対して県民

が安全に利用できる施設としての対策を講ずるとともに、管理運営について安全上

適正な配慮が求められるが、施設・設備の老朽化等により安全面でやや危惧される

施設や耐震化の遅れている施設が見られた。施設の安全確保のため、計画的に改修

等や耐震化の安全対策を進める必要がある。

「石川県行財政改革大綱２０１１」においては、県民サービスの向上に向けた取り

組みの一環として、施設利用者・施策対象者に対するアンケート調査等の継続的な実

施を掲げているが、県民参加・利活用型事業の実施に際しては、漫然と前例を踏襲す

るのではなく、県民がどのようなサービスを求めているかを的確に把握し、縦割りの

壁を取り除き、部局間で連携するなどにより、質の高いサービスを提供することが重

要である。そのためには、何よりも職員ひとり一人がサービス意識と改善意欲をしっ

かりと持って事業に取り組むことが肝要である。

また、県民ニーズを起点に目標や評価指標を明らかにし、その達成状況を的確に評

価・検証しつつ、ステップアップしていくことが重要である。

さらに、インターネットなどの情報伝達手段が高度化し、県政情報の発信に際して

は、これらの積極的な活用が望まれるとともに、その一方で、電子情報機器を利用し

ない県民の方々のためにも、新聞、テレビ、ラジオなど従来の広報媒体と併せた活用

についてもよく工夫し、適時適切な情報提供を行う必要がある。

なお、公の施設等においては、教育文化関係施設に限らず、安全に配慮した環境整

備や適切な管理運営に取組むことが求められ、また、県が行うよりも市町や民間団体

に任せた方が適切なものがないかどうかなど、その役割分担についても、十分検討す

る必要がある。

いずれにしても、県民参加・利活用型事業をはじめとする行政サービスの提供など

に際しては、その施策の内容や利活用状況等が県民によく見えるよう広報・広聴を充

実するとともに、コスト意識を持ちながら、ニーズを的確に把握し、県民の満足度を

高めるべく、検証・改善を繰り返し、受益者である県民の目線に立った魅力的で質の

高いサービスが提供されるよう強く望み、今回の監査の結びとする。
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付表１ パブリックコメント詳細調査実施機関及びその実施状況

募集終了か
ら公表まで

募集期間 に要した日 県民から寄
部局 所属 年度 パブリックコメント案件 数 せられた意

（結果公表日） （募集終了 見等の件数
から策定ま （件）
でに要した
日数）

総務部 行政経営課 22 「石川県行財政改革大綱2011 H23.2.18 20 36
（仮称 」案に対する意見募 ～ (20)）
集について H23.3. 8

(H23.3.28)

企画振興部 企画課 20 北陸新幹線開業に向けたアク H21.1.21 44 111
ションプランへの意見募集 ～ (43)

H21.2.16
( H 2 1 . 4 . 1 )

県民文化局 男女共同参画 22 「いしかわ男女共同参画プラ H23.2. 1 100 130
課 ン2011(仮称)」案に対する意 ～ (44)

見募集について H23.2.14
(H23.5.25)

健康福祉部 少子化対策監 22 「いしかわエンゼルプラン H22.8.12 7 20
室 2010 （案）に対するご意見 ～ (6)」

募集について H22.8.25
( H 2 2 . 9 . 1 )

環境部 里山創成室 22 「石川県生物多様性戦略ビジョ H23.3.10 34 17
ン」(案)に対する意見募集に ～ (6)
ついて H23.3.23

(H23.4.26)

商工労働部 産業政策課 21 「 石 川 県 産 業 革 新 戦 略 H22.1.22 41 30
２０１０」及び「いしかわ産 ～ (41)
業人材構想」に関する意見募 H22.2.12
集について (H22.3.25)

農林水産部 森林管理課 22 「いしかわ森林・林業・木材 H23.1.12 24 106
産業振興ビジョン2011」(案) ～ (48)
に関する意見募集について H23.1.25

(H23.2.18)

土木部 都市計画課 20 都市計画区域マスタープラン H20.11.14 49 9
変更案について ～ (186)

H20.11.28
(H21.1.16)

教育委員会 庶務課学校教 22 石川の教育振興基本計画 仮 H22.10. 6 100 94「 （
育活性化推進 称 」中間まとめに関するご ～ (99)）
室 意見募集について H22.10.20

(H23.1.28)

議会事務局 企画調査課 22 石川県議会基本条例（案）に H22.5.14 32 15
対する意見募集 ～ (32)

H22.5.27
(H22.6.28)

１０機関 平均45 計
(52) 568

(100％)
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県民から寄せられた意見の内訳 募 集 方 法
案件へ反 個別施策 案件に盛 制度的・ 主義主張 その他所 ホーム 窓口に 広報い 報道機 その他（

映したも の要望・ り込まれ 性質的に 等案件の 管事項以 ページ おける しかわ 関への （市町案件への反
映内容 摘 要の 提案等で ていたも 困難・効 趣旨にそ 外・案件 掲載 閲覧・ 等掲載 情報提 での閲

今後の参 の・既に 果等に検 ぐわない に直接関 配布 供 覧等）

考とする 実施済み 討を要す もの 係のない

もの であった るもの もの等）

もの

0 0 13 11 0 12

○ ○ ○ ○ ○

0 57 45 9 0 0

○ ○ ○ ○ －

、19 40 2 0 69 0 意見に基づき
表現を一部修

○ ○ ○ ○ ○正した。

（２件）

意見に基づき Ｈ22.8.31 プラン策定3 9 7 0 0 1 、

追記した。

○ ○ ○ ○ －（２件）

Ｈ23.3.29 ビジョン策定0 14 1 0 2 0

○ ○ － － －

0 13 17 0 0 0

○ ○ － ○ －

意見に基づき H23.2.18 森林審議会15 44 42 3 0 2 、

追記（５件） H23.3.14 ビジョン策定

○ ○ － ○ －及び表現を一

（ ）部修正 ８件

した。

意見に基づき H21.2. 3 専門委員会1 4 2 0 0 2 、

追記した。 H21.3.25 都市計画審議会

（１件） H21.5.19 告示

H21.6. 2 告示○ ○ ○ ○ ○

、4 10 80 0 0 0 意見に基づき
表現を一部修

○ ○ － ○ ○正した。

（４件）

0 1 0 0 14 0

○ ○ － － －

計 計 計 計 計 計
42 192 209 23 85 17

(7.4％) (4.0％) (3.0％)(33.8％) (36.8％) (15.0％)
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付表２ 詳細調査を実施した本庁における県民参加・利活用型事業の実施状況

開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
部局 所 属 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（千円） 実参加人数
危機管理 危機対策課 石川県国民保 一般、市町 国民保護の仕組みや、国や地方自 358～657 1回 H18 300 240 H18～H22
監室 護フォーラム 職員、消防 治体の責務と住民の役割について （1.2～2.6） H19 300 300 76.7～100

団等 理解を深める。 H20 250 240
H21 300 250
H22 300 230

夏休み防災教 小学生 将来にわたり地域の防災力の中核 1,316～1,591 4回 H21 160 153 95,6
室 となる人材育成につなげるために （8.3～10.4） H22 160 159 99.3、

小学校５・６年生を対象に「夏休
み防災教室」を開催する。

県民文化 男女共同参 女性に対する 一般 配偶者等からの暴力という問題に 215～428 1回 H18 250 200 H18～H22
局 画課 暴力をなくす ついて理解を深めるための、基調 （1.1～4.3） H19 300 100 28.6～100

ためのシンポ 講演、パネルディスカッションを H20 350 100
ジウム 実施する。 H21 200 100

H22 100 100

男女共同参画 一般 県民に広く男女共同参画社会の必 297～392 1回 H20 350 300 H20～H22
のつどい 要性を啓発するため、基調講演、 （1.0～1.3） H21 350 350 85.7～100

パネルディスカッション、ワーク H22 350 300
ショップ等を実施する。

県民生活課 幼児交通安全 保育士、幼 幼児に対する交通安全教育手法等 14～49 H18～H20 H18 38 39 H18～H21
指導者養成研 稚園教諭 の研修を実施し、幼児交通安全教 （0.3～0.8） 1回 H19 38 29 50.7～110.5
修会 育指導者を養成する。 H21 3回 H20 38 42

H22 2回 H21 150 76
H22 － 57

シルバーセー 高齢者等 高齢運転者に対し、交通安全体験 H21 22回 H21 － 1,285 －
フティドライ 車による身体機能の診断及び医師 766～1,687 H22 14回 H22 － 1,095 －
ブ支援事業 等専門家による助言を行う。 （0.7～1.3）

草の根防犯座 地域住民 町会単位に座談会形式で意見交換 376～414 H18～H22 H18 － 2,400 －
談会 し、自主防犯活動について協力要 （0.1～0.2） 45～52回 H19 － 2,850 －

請を行う。 H20 － 2,280 －
H21 － 1,870 －
H22 － 2,650 －

健康福祉 健康推進課 いしかわ健康 一般 県民が気軽に、楽しく、健康づく 3,604～4,693 H18 1回 H18 － 328 －
部 学講座 りの正しい知識を習得できるよう （4.7～25.6） H19～H22 H19 － 183 －、

e-ラーニングによる健康学講座を 2回 H20 － 570 －
開講する。 H21 － 467 －

H22 － 769 －
（いしかわ健康学講座e-ラーニン
グシステム運用保守委託
委託先： 株）アイ・ツー）（

薬事衛生課 食の安全・安 一般（消費 食の安全確保を図るため、関係者 0～37 2回 H18 － 73 －
心に関する意 者 生産者 相互の理解を深める。 （0～0.5） H19 － 90 －、 、
見交換会 事業者） H20 － 105 －

H21 － 85 －
H22 － 69 －

少子化対策 いしかわ食育 一般、食育 食育推進に関する普及啓発を行う 1,195～1,368 1回 H20 － 360 －
監室 推進大会 関係団体等 ため、知事表彰・子ども談義・リ （1.3～3.5） H21 － 730 －

レープレゼンテーション・オープ H22 － 900 －
ン子育てカフェ等を実施する。

パパ子育て講 企業の男性 企業等で働く男性社員を主な対象 500 10回 H20 － 384 －
座開催事業 社員等 として、家庭における父親の役割 （1.3～1.6） H21 － 313 －

や子どもとの接し方等の理解を促 H22 － 383 －
すことで、父親の子育てに関する
意識の向上を図る。

（委託先：子ども夢フォーラム）
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行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無
各市町等へチラ 該当
シ配布 （評価への県 アンケート H18～H22 講演内容の理解度な
広報いしかわ － 民ニーズ考慮 無 調査 45.0～79.2 どを把握し、次年度
報道機関への資 あり） 開催の参考とした。
料提供

各市町を通じ、 該当 防災知識の普及を目
各小学校に開催 － （評価への県 無 － － － 的とするもの。
希望を調査 民ニーズ考慮

なし）

各市町等へチラ アンケート H18～H21
シ配布 － 非該当 無 調査 42.0～62.0 （反映すべきもの特
広報いしかわ (H22 未実施) になし）
ホームページ

各市町等へチラ アンケート H20～H22 パネルディスカッショ
シ配布 － 非該当 無 調査 29.7～50.0 ンの内容の見直しや
広報いしかわ 講演時間の延長、男
ホームページ 性へ参加の呼びかけ

を実施した。

市町へ通知 １回当た アンケート H19～H22 「グループ研究の時
り30人 非該当 無 調査 96.6～100 間が短い」との意見

、 、に対し 翌年度から
効率的に研究を進め
るため、事前にテー
マを周知した。

市町、警察署へ 警察署単 該当 直接聞き取 受講者の多くは高齢 聞き取り結果のとりまと
通知 位での開 （評価への県 無 り － － 者であり、アンケー め及び供覧処理がなされ

催 民ニーズ考慮 ト等は負担となるた ておらず、組織としての
なし） め、直接聞き取りを 情報の共有化がされてい

行っている。 ない。

市町、警察署へ １市町１ 該当 直接聞き取 座談会で意見交換を
通知 回以上 （評価への県 無 り － － 行うことによりニー 同 上

民ニーズ考慮 ズを把握している。
なし）

イベントでのチ 県民の健 該当 有 アンケート H19 健康ﾌﾛﾝﾃｨ 問題内容の更新と充
ラシ配布 康意識の （評価への県 （いしかわ健 調査 ｱﾌｪｽﾀﾌﾞｰｽでの 実を図った。
新聞・テレビ 県 向上 民ニーズ考慮 康学講座企画 回収率（
民交流課事業） あり） 推進委員会） 62.9
ホームページ ホームページ

上でアンケー
トページ開設
H19.11.1～11.（
10
H22.4.7～開講
期間中は常設）
回収率
5.3～13.8

保健福祉センター 食の安全 該当 アンケート H18～H22 行政からの報告だけ
及び農林総合事 性を正し （評価への県 無 調査 80.4～100 でなく、パネルディ
務所へチラシ配 く理解す 民ニーズ考慮 スカッションやクロ

、布 る あり） スロードを取り入れ
報道機関への資 参加者（消費者）が
料提供 積極的に意見を言え

る内容とした。

市町、保健所等 参加者350 該当 有
へチラシ配布 人 （評価への県 （いしかわ食 － － －

）報道機関への資 民ニーズ考慮 育推進委員会
料提供 あり）
ホームページ

市町、県内企業 男性の子 該当 参加者に用 H20 75.0 講座内容（体験型の
等へチラシ配布 育て参加 （評価への県 無 紙を配布 H21～H22 ゲーム及びワークな
広報いしかわ に熱心な 民ニーズ考慮 し、感想を 100 ど）の調整・改善を
ホームページ 事業所を あり） 聴取 実施した。

増やす
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開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
部局 所 属 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（千円） 実参加人数
環境部 水環境創造 水環境フォー 一般 河川・湖沼等の水質保全、向上を 県都市計画協 1回 H18 － 275 －

課 ラム 図るため、生活排水処理対策の必 会、加賀沿岸 H19 － 400 －
要性、効果について理解を深めて 下水道協議会 H20 － 400 －
もらうための展示、基調講演等を 等の負担額を H21 － 300 －
実施する。 含めた総額 H22 － 4,000 －
（H22は、小松市の「環境＆景観フ 1,149～2,418

（ ）ェスタ in 木場潟」と共催） 0.6～5.0千円
うち、県支出分

（水環境フォーラム実行委員会が 3～324
主体となって運営） （0.001～1.2）

自然環境課 いしかわ自然 一般 多様な自然体験プログラムを提供
学校推進事業 し、自然と人が共生するいしかわ

づくりを推進する。

夕日寺ガイドウォーク H19～H22 H19～H20 H19 － 396 H20～H22
37～212 8回 H20 400 114 28.5～48.6

（夕日寺県民自然園の嘱託職 （0.1～0.5） H21～H22 H21 620 213
員が主体となって実施） 12回 H22 660 321

里山あそび塾 H19～H22 H19 9回 H19 340 251 H19～H22
290～414 H20 6回 H20 120 105 73.8～124.5

（委託先：(社)いしかわ環境 （1.2～3.9） H21～H22 H21 200 172
パートナーシップ県民会議） 10回 H22 200 249

里山保全ワーキングホリデイ H19～H22 H19～H20 H19 120 47 H19～H22
256～340 4回 H20 120 72 39.2～70.0

（いしかわ里山リーダー会へ （4.1～7.2） H21 5回 H21 150 63
依頼し、謝金対応） H22 3回 H22 90 63

自然解説事業 H18～H22 H18 86回 H18 － 5,560 －
880～1,372 H19～H20 H19 － 6,720 －

（委託先：石川県自然解説員 （0.2） 92回 H20 － 6,792 －
研究会） H21～H22 H21 － 4,773 －

91回 H22 － 5,259 －

里山保全活動リーダー養成講 H19～H22 4回 H19 80 52 H19～H22
座 183～202 H20 80 56 60.0～75.0

（3.3～4.2） H21 80 60
（委託先：いしかわ里山保全 H22 80 48
活動リーダー会）

インストラクター養成講座等 H19～H22 養成講座 H19 290 296 H19～H22
1,466～5,819 H19～H22 H20 150 270 80.5～180.0

（委託先：(社)いしかわ環境 （5.3～8.2） 12～15回 H21 144 168
パートナーシップ県民会議） H22 292 235

他 他

商工労働 産業政策課 いしかわ未来 小・中学生 子供達の理科やモノづくりへの興 1,924 1回 H22 200 257 128.5
部 のエジソン・ 味を醸成し、将来のモノづくり人 （7.5）

サマースクー 材を確保するため、県内で実施さ
ル開催事業 れる理科実験教室等を一体的に周

知する。

（委託先：石川県人材育成推進機
構）

労働企画課 ワークセミナー 企業の人事 労働諸施策や労働問題に関する専 121～274 3回 H18 150 181 H18～H22
担当者、労 門的知識の普及を図る。 （0.7～1.5） H19 180 232 94.4～128.9
務管理者、 H20 180 211
労働者、一 H21 180 170
般希望者 H22 200 221
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行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無
市町、県出先機 水に係る アンケート H18～H21 フォーラム及び展示
関等へポスター・ 生活環境 非該当 無 調査 16.8～50.2 内容等について、次
チラシ配布 の改善や （H22は小松市 年度開催の参考とし
市町広報誌に掲 公共用水 との共催事業 た。
載 域の水質 回収率 1.3）

保全・向
上のため
の環境保
全の重要
性を広く
県民に周
知するこ
と

小中学校、図書 該当 夕日寺健民自然園内
館等へパンフレ 無事故 （評価への県 無 － － － の森をガイドウォー
ット・チラシ配 民ニーズ考慮 クする単純なプログ
布 あり） ラムのため。
広報いしかわ
報道機関への資
料提供
ホームページ

子どもを対象とした
同上 同上 同上 同上 － － － プログラムのため。

アンケート H20～H22 個々のプラグラムの
同上 同上 同上 同上 調査 72.1～81.8 内容や運営を改善し

(H19以前なし) た。

講演会のみ H20～H22 白山の登山道等で適
同上 同上 同上 同上 アンケート 59.8～100 同上 宜自然解説を行うも

調査 (H19以前なし) ので、参加者が途中
で抜けることが可能
なため、アンケート
を実施していない。

アンケート H20～H22
同上 同上 同上 同上 調査 88.2～100 同上

(H19以前なし)

アンケート H19～H22 同上
同上 同上 同上 同上 調査 94.7～100

県内全ての小中 有 アンケート H22 85.6 ジョブカフェ石川の
学校にポスター － 非該当 （モノづくり 調査 ホームページを改良
及びチラシ配布 魅力アップネ し、参加申し込みを
広報いしかわ ットワーク会 しやすくした。
報道機関への資 議）
料提供
ジョブカフェ石
川ホームページ

県内企業、事業 アンケート H18～H22 「今後の希望する内
協同組合等へチ － 非該当 無 調査 38.2～97.3 容」の回答で、希望
ラシ配布 が多かったものを翌
広報いしかわ 年度のテーマの一つ
わくわくワーク として設定した。
いしかわ（広報
誌）
職業能力開発プ
ラザホームペー
ジ
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開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
部局 所 属 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（千円） 実参加人数
観光交流 国際交流課 多文化共生ま 一般 事例報告、ワークショップ、交流 321～408 H20 2回 H20 － 118 －
局 ちづくり推進 会を実施する。 （1.7～1.9） H21～H22 H21 － 211 －

事業（多文化 3回 H22 － 186 －
共生地域交流
会）

多文化共生ま 一般 災害時に必要な通訳・翻訳の学習 185～742 H20 7回 H20 510 322 H20～H22、
ちづくり推進 座学、模擬訓練を実施する。 （2.4～4.3） H21 5回 H21 390 174 44.6～152.0
事業（災害時 H22 2回 H22 50 76
語学サポーター （委託先：(財)石川県国際交流協
育成講座） 会）

農林水産 森林管理課 フォレストサ 一般 森林ボランティア活動を主体的に 1,141～1,297 13回 H18 520 88 H18～H22
部 ポーター養成 推進できる一定の知識と技術を持っ （5.4～13.0） H19 520 131 16.5～42.9

講座 た人材を育成する （実技・講習の H20 520 86。
科目１３回中６回以上受講すれば H21 520 201
サポーターとして認定） H22 520 223
（委託先：(財)石川県緑化推進委
員会）

土木部 建築住宅課 マンション管 一般 マンション管理上の諸問題や法規 1回 H18 100 55 H18～H22
理基礎セミナー 制などを幅広く取り上げ 居住者 － H19 100 49 44.0～78.0、 、

管理組合役員、管理関係業者等を H20 100 78
対象に、マンション管理の基礎的 H21 100 58
な知識の普及を図る。 H22 100 44

教育委員 学校指導課 中学生サイエ 中学生 中学生を対象に、理科に対する興 1,500 3回 H22 450 546 H22 121.3
会 ンスフェア 味・関心を高めるため、サイエン （2.7）

スショーや科学実験体験コーナー
を実施するサイエンスフェアを開
催する。

生涯学習課 いしかわ子ど 小・中学生 大自然の摂理を体験的に学ぶ中で 8,046～17,211 H18 H18 15,758 14,200 H18～H22、
も自然学校 及び保護者 自然保護の大切さや思いやりの心 （1.2～1.6） 104回 H19 8,440 7,086 80.4～90.1

を育ませる。 H19 H20 7,252 6,488
64回 H21 7,213 5,798

（委託先） H20 H22 7,800 6,477
(財)白山地域振興公社：白山青年 59回
の家及び白山ろく少年自然の家 H21
(財)石川県県民ふれあい公社：鹿 59回
島少年自然の家及び能登少年自然 H22
の家 66回

１５機関 ２１事業（小事業名のものを含めると２６事業）
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行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無
市町、国際交流 課題の共 該当 ワークショップ形式
団体へチラシ配 有、多文 （評価への県 無 － － － のため、ニーズ調査
布 化共生の 民ニーズ考慮 を実施していない。
広報いしかわ 啓発 なし）
報道機関への資
料提供
ホームページ

市町、ボランティ 該当 アンケート H20～H22 次年度の開催内容の
ア登録者等へチ － （評価への県 無 調査 56.6～78.9 参考とした。
ラシ配布 民ニーズ考慮
（財）石川県国 なし）
際交流協会ホー
ムページ
報道機関への資
料提供

広報いしかわ H27までに 該当 アンケート H22 66.7 次年度の改善点とし
報道機関への資 300人養成 （評価への県 無 調査 (H21以前なし) た。
料提供 （H22現在 民ニーズ考慮
ホームページ 2 2 4人養 なし）

成）

関係団体へ案内 アンケート H18～H22 次回テーマの参考と
文書発送 － 非該当 無 調査 77.3～89.1 した。
広報いしかわ
ホームページ

県内中学校、市 アンケート H22 97.1 次年度の開催内容の
町教育委員会へ － 非該当 無 調査 参考とした。
ポスター及びチ
ラシ配布
報道機関への資
料提供

県内小学校へパ － 該当 アンケート H20～H22 新たなプログラムの
ンフレット配布 （評価への県 無 調査 80.3～85.7 実施や内容を改善し
ホームページ掲 民ニーズ考慮 た。
載 あり）
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付表３ 平成２２年度 公の施設等におけるアンケート調査実施及び意見募集箱設置状況

県民参加型 施設利用
者アンケー 意見募集箱施設の種類 施 設 の 名 称 主 管 課 事業アン
トケート

石川四高記念文化交流館 文化振興課 ○ ○教育文化施設

石川県立能楽堂 文化振興課

石川県立音楽堂 文化振興課 ○

石川県立美術館 文化振興課 ○○

石川県立歴史博物館 文化振興課 ○

石川県立白山ろく民俗資料館 文化振興課

のと海洋ふれあいセンター 自然環境課 ○

石川県海の自然生態館 交流政策課 ○（水族館付属施設）

いしかわ動物園 交流政策課 ○ ○○

石川県ふれあい昆虫館 交流政策課 ○

石川県国際交流センター 国際交流課 ○

石川県立伝統産業工芸館 経営支援課 ○

石川県海洋漁業科学館 水産課 ○

石川県立図書館 生涯学習課 ○ ○

石川県立生涯学習センター 生涯学習課 ○○

石川県立自然史資料館 生涯学習課 ○

石川県埋蔵文化財センター 文化財課 ○○

いしかわ子ども交流センター 少子化対策監室 ○ ○

いしかわ子ども交流センター小松館 少子化対策監室 ○

いしかわ子ども交流センター七尾館 少子化対策監室 ○

計 ２０ ４ １５ ７

石川県湖南運動公園 生産流通課 ○スポーツ施設

滝港マリーナ 港湾課 ○

金石港金石地区船だまり 港湾課 ○

石川県卯辰山相撲場 スポーツ健康課 ○

石川県立武道館 スポーツ健康課 ○ ○

石川県サッカー・ラグビー競技場 スポーツ健康課 ○

石川県立野球場 スポーツ健康課 ○

石川県立自転車競技場 スポーツ健康課 ○ ○

石川県白山一里野シャンツェ スポーツ健康課 ○

石川県西部緑地公園陸上競技場 スポーツ健康課 ○ ○

石川県西部緑地公園テニスコート スポーツ健康課 ○

いしかわ総合スポーツセンター スポーツ健康課 ○

計 １２ １２ ３

兼六園 公園緑地課公園等施設（都市

大野湊緑地公園 公園緑地課 ○公園）

中央公園 公園緑地課 ○

健民海浜公園 公園緑地課 ○

奥卯辰山健民公園 公園緑地課 ○

西部緑地公園 公園緑地課

犀川緑地 公園緑地課 ○

本多の森公園 公園緑地課

玉川公園 公園緑地課 ○

北部公園 公園緑地課 ○

木場潟公園 公園緑地課 ○

粟津公園 公園緑地課 ○

手取公園 公園緑地課 ○

松任海浜公園 公園緑地課 ○

金沢城公園 公園緑地課

鞍月セントラルパーク 公園緑地課

○能登歴史公園 公園緑地課 ○

白山ろくテーマパーク 公園緑地課 ○

小 計 １８ １３ １
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県民参加型 施設利用
者アンケー 意見募集箱施設の種類 施 設 の 名 称 主 管 課 事業アン
トケート

室堂センター 自然環境課 ○公園等施設（自然

室堂くろゆり荘 自然環境課公園）

室堂こざくら荘 自然環境課

室堂御前荘 自然環境課

室堂白山荘 自然環境課

南竜ヶ馬場ビジターセンター 自然環境課 ○

南竜ヶ馬場ケビン 自然環境課

南竜ヶ馬場野営場 自然環境課

南竜山荘 自然環境課

市ノ瀬野営場 自然環境課

中宮温泉野営場 自然環境課

中宮展示館展示室 自然環境課 ○

能登千里浜休暇村野営場 自然環境課 ○

木ノ浦健民休暇村野営場 自然環境課 ○

輪島エコロジーキャンプ場 自然環境課 ○

白山国立公園センター 自然環境課

医王山ビジターセンター 自然環境課

小 計 １７ ６

石川県夕日寺健民自然園 自然環境課公園等施設（その

石川県片野鴨池健民自然園 自然環境課 ○他）

石川県森林公園 交流政策課 ○

石川県健康の森 交流政策課 ○

石川県県民の森 交流政策課 ○

小 計 ５ ４

公園等施設 計 ４０ ２３ １

石川ウッドセンター 森林管理課産業振興施設

石川県産業展示館 経営支援課 ○

石川トライアルセンター 産業政策課

○石川ハイテク交流センター 産業政策課

石川県新分野創造開発支援センター 産業政策課

計 ５ １ １

石川県立九谷焼技術研修所 経営支援課 ○技能養成施設

石川県立九谷焼技術者自立支援工房 経営支援課

石川県立山中漆器産業技術センター 経営支援課 ○

石川県立輪島漆芸技術研修所 文化財課

○石川県安全運転研修所 警察本部

計 ５ ２ １

研修宿泊施設 ○石川県立白山青年の家 生涯学習課

○石川県立白山ろく少年自然の家 生涯学習課

○石川県立鹿島少年自然の家 生涯学習課

○石川県立能登少年自然の家 生涯学習課

○ ○石川県女性センター 男女共同参画課

○青少年総合研修センター 少子化対策監室

計 ６ ５ ２

中央病院 医療対策課 ○ ○医療機関

高松病院 医療対策課

計 ２ １ １

リハビリテーションセンター ○ ○主として相談・調 厚生政策課

査等を行う施設 ○石川県母子福祉センター 少子化対策監室

石川県こころの健康センター 障害保健福祉課

○石川県発達障害支援センター 障害保健福祉課

石川県消費生活支援センター 県民生活課

計 ５ ２ ２

石川県政記念しいのき迎賓館 企画課 ○その他

計 １ １

合 計 ９６ ８ ５９ １７

（注）上記には、学校、県営住宅、下水道施設、教育センター及び金沢城調査研究所は含まれてい

ない。



- 48 -

付表４ 詳細調査を実施した教育文化関係施設における県民参加・利活用型事業の実施状況

開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
NO. 施設名 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（ ）監査対象機関 （千円） 実参加人数
1 石川四高記念 新三々塾 一般 四高出身者等による講座を行い、 250 H20 7回 H20 280 289 H20～H22
文化交流館 金沢中心部における賑わいを創出 （0.6～0.9） H21 8回 H21 320 394 103.2～123.1

する。 H22 7回 H22 280 304
（同上）

（委託先：四高同窓会）

朗読会 一般 文学作品に親しんでいただくとと 149～273 H20 9回 H20 450 552 H20～H22
もに、金沢中心部における賑わい （0.4～0.7） H21 7回 H21 350 405 115.7～122.7
を創出する。 H22 5回 H22 250 300

（委託先：(財)石川近代文学館）

2 能楽堂 能楽講座 一般 石川の伝統の能楽に親しむための
、講演・実演及び謡曲の実習を行い

能楽愛好者の拡大に努める。（同上）

講演・実演 4回 H18 － 921 －
H19 － 696 －
H20 － 801 －
H21 － 615 －

582～734 H22 － 594 －
（0.6～0.7）

謡曲実習 H18～19 H18 400 331 H18～H22
8回 H19 400 248 62.0～103.3

H21～22 H20 400 413
10回 H21 400 357

H22 400 399

子供謡・仕舞・ 小中学生 宝生流謡・仕舞と和泉流狂言の体
狂言教室 験を通じて、能楽へ親しみや理解

を深める。

謡・狂言教室 13回 H18 200 260 H18～H22
H19 200 219 86.5～130.0
H20 200 203
H21 200 173

559～659 H22 200 177
（1.7～2.2）

仕舞教室 10回 H18 100 87 H18～H22
H19 100 116 87.0～173.0
H20 100 173
H21 100 115
H22 100 102

3 白山ろく民俗 報恩講料理会 中学生以上 白山ろく地方における民俗･食文化 － 1回 H18 40 20 H18～H22
資料館 食会 を体験する。 参加費（7,000 H19 40 22 50.0～130.0

円）徴収 H20 30 39
H21 40 22（同上）
H22 40 22

栃の実割りと 一般 白山ろく地方における民俗･食文化 0～17 1回 H18 30 26 H18～H22
トチ餅つき体 を体験する。 （0～0.6） H19 30 37 60.0～123.3
験 参加費徴収（一 H20 30 27

般1,000円、高 H21 30 18
校生以下500円 H22 30 31）

やきはた体験 中学生以上 山を焼いて畑を作る「焼畑」を通 ー 1回 H20 20 18 H20～H22
して、白山ろく特有の山村文化を 参加費（1,000 H21 20 11 55.0～110.0
体験する。 円）徴収 H22 20 22
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行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無
四高同窓会関係
者等へチラシ配 定員充足 非該当 無 － － －
布
報道機関への資
料提供
ホームページ

小・中・高等学
校、図書館等へ 定員充足 非該当 無 － － －
チラシ配布
報道機関への資
料提供
ホームページ

前年度受講者等 アンケート H21 1回実施 参加者の意見も取り
へダイレクト － 非該当 無 調査 72.3 入れながら講演テー
メール (H18～H20、H22 マを選定した。
文化施設及び市 未実施)
内公民館へチラ
シ配布
報道機関への資
料提供
ホームページ

アンケート H21 2回実施 秋季８回開催を、平
同上 １回50人 非該当 無 調査 60.0～92.3 成２０年度から夏季

(H18～H20、H22 及び秋季各４回に分
未実施) けて実施した。

市内小中学校、 アンケート H21 1回実施 履修曲を参加者の意
公民館、児童館 １回20人 非該当 無 調査 37.8 見も取り入れながら
へチラシ配布 (H18～H20、H22 選定した。
市の生涯学習情 未実施)
報誌掲載
報道機関への資
料提供
ホームページ

アンケート H21 1回実施 （満足度の高い回答
同上 １回10人 非該当 無 調査 90.9 が多かった ）。

(H18～H20、H22
未実施)

近隣の観光・宿 参加者とできるだけ 参加者から意見等を直接
泊施設・小中学 － 非該当 無 直接聞き取 － － 話をして、ニーズ等 聞き取っているが、聞き
校・図書館・博 り を聞き取っている。 取り結果のとりまとめ及
物館・公民館等 び供覧処理がなされてお
へポスター・チ らず、組織としての情報
ラシ配布 の共有化がなされていな
報道機関への資 い。
料提供
ホームページ

同上 － 非該当 無 直接聞き取 － － 同上 同上
り

同上 － 非該当 無 直接聞き取 － － 同上 同上
り



- 50 -

開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
NO. 施設名 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（ ）監査対象機関 （千円） 実参加人数
4 いしかわ子ども 子ども健全育 小、中学生 クラブ活動、5/5わんぱくフェスティ H20 H20 － 22,829
交流センター 成事業 バル・春ほか各種行事を実施する 301回 H21 － 24,067。

H21 H22 － 24,751
（管理委託先：(財)いしかわ子育 428回（少子化対策監
て支援財団） H22室）

369回

クラブ活動（吹奏楽、演劇な H20 H20 － 4,516 －
ど） 184回 H21 － 3,480 －

2,540～4.077 H21 H22 － 3,318 －
（0.1） 179回

H22
140回

各種行事 H20 H20 － 18,313 －
117回 H21 － 20,587 －

H21 H22 － 21,433 －
249回

H22
229回

子どもしごと 小、中学生 「仕事」をテーマとし、町でいろ 1.980～2,946 1回 H20 1,000 1,017 H20～H22
たいけん開催 いろな仕事を体験、それで得た模 （2.1～2.9） (2日) H21 800 900 101.7～119.5
事業（子ども 擬通貨の給金で買い物などを行い H22 800 956、
のまち開催事 模擬経済を体験する。
業）

（管理委託先：(財)いしかわ子育
て支援財団）

5 いしかわ子ども 子ども健全育 小、中学生 クラブ活動、5/5こども交流祭りほ H20 H20 － 11,785
交流センター 成事業 か各種行事を実施する。 322回 H21 － 10,487
小松館 H21 H22 － 8,927

（管理委託先：(財)いしかわ子育 286回
て支援財団） H22（少子化対策監

241回室）

クラブ活動（絵画、英会話な H20 H20 － 1,240 －
ど 1.523～2,446 124回 H21 － 1,150 －

（0.2～0.5） H21 H22 － 890 －
115回

H22
89回

各種行事 H20 H20 － 10,545 －
198回 H21 － 9,337 －

H21 H22 － 8,037 －
171回

H22
152回

6 いしかわ子ども 子ども健全育 小、中学生 クラブ活動、8/14能登地区こども H20 H20 － 5,591 －
交流センター 成事業 夏祭りほか各種行事を実施する。 243回 H21 － 5,552 －
七尾館 H21 H22 － 5,540 －

（管理委託先：(財)いしかわ子育 229回
て支援財団） H22（少子化対策監

229回室）

クラブ活動（卓球、アンサン H20 80回 H20 － 880 －
ブルなど） 1,016～1,631 H21 70回 H21 － 750 －

（0.1～0.2） H22 70回 H22 － 700 －

各種行事 H20 H20 － 4,711 －
163回 H21 － 4,802 －

H21 H22 － 4,840 －
159回

H22
159回
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行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無

近隣の小・中学校 参加目標
へチラシ配布 人数設定 非該当 無 － － －
ホームページ

直接聞き取 聞き取りにより、行 直接聞き取りを行っ 参加者から聞き取った
同上 同上 非該当 無 り － 事を見直している。 ているため。 意見等の取りまとめ及

び供覧処理がなされて
おらず、組織としての
情報の共有化がなされ
ていない。

近隣の小・中学校 参加児童の保 待ち時間（行列）が
へチラシ・ポスター 同上 非該当 無 アンケート 護者へアンケー 長い」の意見につい
配布 調査 ト調査 て、仕事の選び方や
ホームページ H21 29.0 事前募集の方法など

H22 74.5 で見直しを行った。
チラシ等に仕事内容
を記載した。

近隣の保育所・小 参加目標
学校等へチラシ配 人数設定 非該当 無 － － －
布
報道機関への資料
提供
ホームページ

行事に参加したスタッ
同上 同上 非該当 無 － － － フ・ボランティア等

と反省会を開催し、
改善を行っているた
め。

管内の小学校へポ 参加目標
スター配布 人数設定 非該当 無 － － －
近隣の小学校へチ
ラシ配布
報道機関への資料
提供
ホームページ

直接聞き取 聞き取りにより、行 直接聞き取りを行っ
同上 同上 非該当 無 り － 事を見直している。 ているため。
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開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
NO. 施設名 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（ ）監査対象機関 （千円） 実参加人数
7 のと海洋ふれ いしかわ自然 一般 のと海洋ふれあいセンターを拠点 H18～H22 H18 740 543 H18～H22
あいセンター 学校 海のま に 海の生きものたちとふれあい 37～41回 H19 820 613 50.9～74.8、 、

なび舎推進事 海の自然への理解と関心を深める H20 870 575
業 プログラムを実施する。また、プ H21 800 569（自然環境課）

ログラムを実施する指導者を養成 H22 740 377
する。
（委託先：指定管理者 石川県県民
ふれあい公社

石川の自然懇話会 11～17 1回 H18 20 21 H18～H22
（0.7～3.4） H19 20 12 25.0～105.0

H20 20 17
H21 20 17
H22 20 5

スノーケリング指導者養成研 6～26 2回 H18 40 39 H18～H22
修会 （0.1～0.4） H19 40 41 87.5～102.5

H20 170 157
H21 40 40
H22 40 35

体験スノーケリング 26～38 H18～H22 H18 400 226 H18～H22
（0.2～0.3） 19～21回 H19 420 217 33.9～58.6

H20 380 129
H21 420 246
H22 400 144

スノーケリング教室 3～8 H18～H22 H18 80 86 H18～H22
（0.1） 3～5回 H19 100 144 83.3～144.0

H20 60 50
H21 100 138
H22 100 85

ヤドカリ学級 6～17 H18～H22 H18 200 171 H18～H22
（0.1） 9～12回 H19 240 199 58.2～92.5

H20 240 222
H21 220 128
H22 180 108

8 伝統産業工芸 体験工房開催 一般 伝統工芸への理解を深めてもらう 354～537 H18～H21 H18 200 161 H18～H22
館 事業 ため、金沢箔（箔貼）及び九谷焼 （2.4～3.3） 4回 H19 200 153 76.5～114.0

（絵付）等の体験を行う。 H22 2回 H20 200 228
参加費（500～ H21 200 161（経営支援課）

（指定管理者であるナカダ・クラ 1,500円）徴収 H22 150 131
フトプロジェクトから伝統産業青
年会議へ委託）

9 いしかわ動物 サンデースクー 一般 様々な活動を通して、自然の仕組 19～24 12回 H18 360 71 H18～H22
園 ル 事前募集 みや、自然と動物、人間との関わ （0.1～0.3） H19 360 84 19.7～46.7（ ）

り合いを学ぶ機会を提供する。 H20 360 113
（指定管理者：石川県県民ふれあ H21 360 168（交流政策課）
い公社） H22 360 139

自然クラブ 一般 173～237 6回 H18 180 127 H18～H22
「ズーキッズ」 事前募集 同上 （1.1～1.8） H19 180 155 70.0～87.2（ ）

H20 180 157
H21 180 142
H22 180 126

裏側探検ツアー 一般 普段は見学できない動物園の裏側 － 12回 H18 240 159 H18～H22
事前募集 を飼育員と一緒に巡り、飼育の現 H19 240 198 66.0～92.5（ ）

場を見てもらうことにより、動物 H20 240 222
や動物園に対する関心を高めても H21 240 185
らう機会を提供する。 H22 240 198
（指定管理者：石川県県民ふれあ
い公社）

動物映画会 一般 動物の生態や自然環境、自然保護 － 12回 H18 720 592 H18～H22
（来園者） に対する認識を深める機会を提供 H19 720 646 56.8～89.7

する。 H20 720 448
動物園では見ることができない世 H21 720 409
界の動物たちやおもしろい動物の H22 720 428
生態などを映像を通じて紹介する
ことにより、来園者の満足度向上
を図る。
（指定管理者：石川県県民ふれあ
い公社）



- 53 -

行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無

報道機関への資料 該当
提供 無事故 （評価への県 無 － － －
県内・北陸３県の 民ニーズ考慮
自然情報誌(2誌） あり）
への掲載(H22)
奥能登２市２町へ
ポスター等配布
ホームページ

アンケート H18～H22 （特になし。好評と
、 ）同上 同上 同上 同上 調査 24.2～100 判断し 事業を継続

アンケート H18～H22 （特になし。好評と
、 ）同上 同上 同上 同上 調査 89.0～99.5 判断し 事業を継続

アンケート H18～H22 （特になし。好評と
、 ）同上 同上 同上 同上 調査 74.2～100 判断し 事業を継続

アンケート H18～H22 （特になし。好評と
、 ）同上 同上 同上 同上 調査 27.4～81.4 判断し 事業を継続

県内小・中・高校 小規模な事業である
等へチラシ配布 － 非該当 無 － － － ことから県民ニーズ
広報いしかわ 調査を実施していな
ホームページ い。

来園実績のある北
陸３県の幼稚園、 － 非該当 無 － － －
小学校へチラシ配
布
能美市の広報紙
ホームページ

来園実績のある北 アンケート (実施人数) 参加者に関心の高
陸３県の幼稚園、 － 非該当 無 調査 (H20 14人) かったテーマやプロ
小学校へチラシ配 保護者へ (H21 31人) グラムを継続して実（ ）
布 H20 2回 施している。
メールマガジン H21 4回
いしかわ自然学校
ホームページ

メールマガジン
ホームページ － 非該当 無 － － －

メールマガジン
ホームページ － 非該当 無 － － －
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開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
NO. 施設名 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（ ）監査対象機関 （千円） 実参加人数
10 ふれあい昆虫 昆虫教室 一般 昆虫の飼育体験及び標本づくり等 0～10 6回 H18 180 157 H18～H22
館 事前募集 （指定管理者：石川県県民ふれあ （0～0.05） H19 210 185 87.2～103.3（ ）

い公社） H20 210 215
H21 210 193（交流政策課）
H22 210 217

昆虫観察会 一般 昆虫の観察及び生態の紹介 0.4～10 H18～H22 H18 60 36
事前募集 （指定管理者：石川県県民ふれあ （0.06～0.2） 1～3回 H19 60 54 H18～H22（ ）

い公社） H20 30 28 60.0～93.3
H21 60 43
H22 90 80

館内うらがわ 一般 昆虫の飼育を通した生態の紹介・ － H18～H22 H18 － 1,753 －
探検 （来館者） 観察 57～68回 H19 － 1,746 －

（委託先：石川県県民ふれあい公 H20 － 1,694 －
社） H21 － 1,722 －

H22 － 1,709 －

11 海洋漁業科学 各種工作教室 一般(主に 海の生物等を素材に使って、いか 22～39 H18～H22 H18 － 2,062 －
館 等 児童） とっくり、海藻しおり等を作成す （0.01～0.02） 154～189 H19 － 2,031 －

ることで、海の生物に親しんでも 回 H20 － 2,381 －
らい、海やそこに住む生物を大切 H21 － 1,995 －（水産総合セン
にする心を育む。 H22 － 1,882 －ター）

12 図書館 読書アドバイ 読書会会 読書会の運営技術や実践活動のあ 11～27 3回 H18 160 87 H18～H22
ザー養成講座 員・一般 り方を習得する。 （0,2～0.4） H19 160 67 28.3～57.1

H20 140 80（同上）
H21 180 63
H22 180 51

子どもの本の 一般 子どもの読書、おもちゃ、うたに 170～215 H19～H21 H19 200 215 H19～H22
講座 ついて学び知識技術を深める。 （0.9～1.6） 2回 H20 180 183 84.5～107.5

H22 1回 H21 200 169
H22 120 120

講座はじめて 一般 古文書解読の初心者を対象とし、 0～71 H18 48回 H18 2,160 1,716 H18～H22
の古文書 古文書の解読と郷土史研究の知識 （0～0.04） H19～H22 H19 900 720 79.4～94.4

について学ぶ。 20回 H20 900 840
H21 900 830
H22 900 850

13 生涯学習セン 石川県民大学 大学院生 県民大学校で学んだ成果をより高 383～556 H18～H22 H18 1,396 1,181 H18～H22
ター 校大学院養成 め、講座を企画運営できる方を養 （0.4～0.6） 31～43回 H19 1,339 1,097 74.6～84.6

講座 成する。 H20 1,343 1,040
H21 940 701（同上)
H22 955 807

いしかわを知 一般 石川の歴史、文化、産業等につい 44～93 H18～H19 H18 200 194 H18～H22
る講座 て学ぶ。 （0.2～0.5） 5回 H19 200 203 92.5～124.2

H20～H22 H20 240 298
6回 H21 240 279

H22 240 222

能登陶芸教室 一般 ろくろによる形成、釉薬がけ、焼 80～121 H18～H21 H18 120 119 H18～H22
成の仕上げまで学ぶ。 （0.8～1.7） 6回 H19 120 73 60.8～115.6

H22 5回 H20 120 80
H21 90 104
H22 75 62
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行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無
広報いしかわ アンケート アンケートや聞き取
ホームページ － 非該当 無 調査 H22 18.9 りから、人気の高い

H22 参加者 教室を残すよう心が
41人に対し けている。
実施

広報いしかわ アンケート （特になし。好評と
ホームページ － 非該当 無 調査 H18 40.0 判断）

H18 参加者
32人に対し
実施

館内放送 － 非該当 無
ホームページ － － －

能登町内外の公
的宿泊施設、商 － 非該当 無
店街、スーパー － － －
等へポスター・
チラシ配布
報道機関への資
料提供
ホームページ

県内図書館、文 アンケート H20～H22 開催日時を、できる
庫関係者等へチ － 非該当 無 調査 (各3回実施) 限り土曜日午後に設
ラシ配布 17.4～88.8 定。
報道機関への資 全３回のうち、１回
料提供 を近隣の文学館など

へ施設見学を実施。

、県内図書館へチ アンケート H20(第2回) 要望のあった講師を
ラシ配布 － 非該当 無 調査 44.6 次年度に招いて講座
報道機関への資 H21(第1回) を実施。
料提供 24.2

H21(第2回)
64.3

H22(第1回)
46.7

市内公民館・図 アンケート H18 74.8 開講時間の変更、テ
書館へチラシ配 － 非該当 無 調査 H19 84.7 キストの様式の統一
布 等の改善を実施。
広報いしかわ

市町教育委員会 有 アンケート H21.6 開校式 平成２３年度、論文、
公民館等へチラ 定員充足 非該当 （石川県立生 調査 44.0 作成期間を確保する
シ・ポスター等 涯学習センター H22.1 論文発 ため、専修コースの
配布 運営協議会） 表会 72.2 開始時期を早めた。
報道機関への資 H22.5 修了証書
料提供 交付式 28.0
ホームページ H22.6 開校式

27.4
H22.8 受講生発
表講座 100

市町教育委員会 有 アンケート H21 70.9 能登地域の課題に関、
公民館等へチラ 定員充足 非該当 （石川県立生 調査 H22 75.7 する講座の開催要望
シ配布 涯学習センター があり、平成２３年
報道機関への資 運営協議会） 度から対応した。
料提供
ホームページ

有 アンケート H22 8月実施 初心者を含め、参加
同上 定員充足 非該当 （石川県立生 調査 （対象者14人 者に丁寧な指導を行

涯学習センター 回答数11人） うため、平成２１年
運営協議会） 78.6 度に、定員２０名を

１５名とした。
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開催費用 年間 参加人数(延べ） 定員に対
NO. 施設名 事業の名称 対象者 事業の趣旨、内容 開催 する参加（一人当たり費用） （人）

回数 年度 定員 率（％）（ ）監査対象機関 （千円） 実参加人数
14 自然史資料館 してみてラボ 主に小４～ 自然史科学を気軽にのぞくための 332～797 H20 18回 H20 370 271 H20～H22

高校 入門講座を開催する。 （1.5～3.1） H21 20回 H21 411 253 61.6～73.2
H22 18回 H22 350 217（生涯学習課）

（指定管理者：ＮＰ０法人石川県
自然史センター）

自然史講演会 一般 自然史のさまざまな分野の専門家 15～124 H20 2回 H20 200 66 H20 33.0
による講演会を開催する。 （0.2～1.1） H21 2回 H21 300 231 H21 77.0

H22 1回 H22 100 30 H22 30.0
（指定管理者：ＮＰ０法人石川県
自然史センター）

学校・地域支 小・中学 小中学校や地域の教育団体を対象 105～257 H20 27回 H20 － 1,128 －
援講座 校、一般 に出前講座を実施する。 （0.1～0.2） H21 15回 H21 － 774 －

H22 60回 H22 － 2,229 －
（指定管理者：ＮＰ０法人石川県
自然史センター）

15 石川県埋蔵文 古代体験コー 一般 個人・家族連れ等対象の随時体験 1,743～2,799 H18～H22 H18 － 5,453 －
化財センター ス まが玉づくり はにわづくり等 （0.2～0.5） 344～360 H19 － 7,133 －（ 、 ）、

小・中学校等の団体対象の体験 火 回 H20 － 5,925 －（
おこし等）を実施する。 H21 － 7,582 －（文化財課）

H22 － 9,178 －
（指定管理者：(財)石川県埋蔵文
化財センター）

講座 考古学 一般 外部講師による、最新の考古学研 126～186 1回 H18 － 76 －
最前線 究テーマ等を取り上げた講演会を （0.9～2.0） H19 － 110 －

開催する。 H20 － 130 －
H21 － 134 －

（指定管理者：(財)石川県埋蔵文 H22 － 115 －
化財センター）

親と子の発掘 小学校高学 発掘調査現場を会場とした発掘体 76～109 2回 H18 20組 20組(41) H18～H22
体験教室 年とその保 験教室を開催する。 （1.0～2.7） H19 40組 42組(93) 90.0～105.0

護者 H20 40組 36組(77)
（指定管理者：(財)石川県埋蔵文 H21 40組 42組(89)
化財センター） H22 30組 27組(60)

１５施設 ３３事業（小事業名のものを含めると４２事業）
［監査対象機関 １２機関（５課１室、６出先機関 ］）
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行政経営評価 県民ニーズ アンケート 県民ニーズ調査有識者（審議会
事業の周知方法 目 標 対象事業の当 調査方法 調査の回収 県民ニーズ反映状況 を実施しない理由 摘 要委員等）の意見

否 率 （％）徴収の有無
県内の公共文化施 有
設、学校、観光施 － 非該当 （石川県自然 － － －
設等にパンフレッ 史センター総
ト・チラシ配布 会：加盟団体
ホームページ 代表27名、う

ち学識経験者
15名）

有
同上 － 非該当 （石川県自然 － － －

史センター総
会：加盟団体
代表27名、う
ち学識経験者
15名）

有 教育（授業）の一環
同上 － 非該当 （石川県自然 － － － のため、教員から意

史センター総 見を聴取
会：加盟団体
代表27名、う
ち学識経験者
15名）

県内小・中学校、 該当 アンケート H20～H22 「説明が悪い、聞き
県内教育関係機関 － （評価への県 無 調査 5.4～6.5 取れない との意見(6」
等へチラシ配布 民ニーズ考慮 件)があり、職員に説
報道機関への資料 なし） 明内容の確認、改善
提供 指導を実施。

カメムシ駆除の実施
清掃の徹底

県内図書館、博物 該当
館、公民館等へチ － （評価への県 無 － － －
ラシ・ポスター配 民ニーズ考慮
布 なし）
広報いしかわ
報道機関への資料
提供

県内小学校、県内 該当 アンケート H18～H22 開催時期の変更
教育関係機関等へ － （評価への県 無 調査 88.3～98.9 案内地図の改善
チラシ配布 民ニーズ考慮
広報いしかわ なし）
報道機関への資料
提供
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（参考）

石川県行財政改革大綱２０１１（平成２３年３月策定） 抜粋

４ 地方分権時代を担う人材の育成と県民の視点に立った行政サービスの提供
（１） （略）
（２）県民サービスの向上

① 県民サービス向上に向けた取り組み
ア 出先機関の開庁時間の拡大

・出先機関へ本庁と同様の時差勤務制を導入し 開庁時間を延長 Ｈ２３年度 再、 （ ）（
掲）

・県税事務所の開庁時間の延長（Ｈ２３年度）
自動車税の身体障害者減免申請に対応するため、申請が集中する５月末の１週
間の開庁時間を延長

イ 施設利用者・施策対象者アンケートへの対応
・イベント、研修会等に関する改善に向けた取り組み
― 参加者ニーズに応じた開催日時の設定
― 内容や日程の早期周知、ＰＲや情報発信の充実
― 案内表示等の充実
― 託児コーナーの設置

・補助金の手続等に関する改善に向けた取り組み
― 申請様式等の県ホームページへの掲載や提出書類の簡素化
― 申請から交付決定、支払いまでのスケジュールの明確化

・相談事業に関する改善に向けた取り組み
― メールやファックスなど相談方法の多様化
― 相談窓口のＰＲや情報発信の充実

・公の施設や行政庁舎に関する改善に向けた取り組み
― 展示施設におけるふりがな表記など解説の充実
― 公の施設の案内表示等の充実
― 行政庁舎における案内表示等の充実

ウ 県民ニーズ把握のための施設利用者・施策対象者アンケートの継続的実施（Ｈ２３
年度）
県民の県政に対するニーズや満足度を把握するため、県立施設の利用者や県の施
策・事業の対象者に対し、アンケートを継続して実施

エ 各所属における県民サービス向上運動の実施（Ｈ２３年度）
各所属が毎年度、県民サービスの向上等の目標を設定し、実践

オ 公の施設が提供するサービス水準の設定（Ｈ２３年度以降順次）
公の施設が利用者に提供するサービス水準を設定し、公表する取り組みを順次、
実施

カ 住民基本台帳ネットワークシステムの利用拡大（Ｈ２４年度）
住民票の写しの添付省略事務の拡大

キ ふるさと納税の利便性向上（Ｈ２３年度）
インターネットによる公金支払いシステムを活用し、寄付者の利便性を向上

② 県政情報提供の充実等
ア 県ホームページのバリアフリー化及び利用者の視点に立った情報の提供（Ｈ２２年
度）
・視覚障害者や高齢者に配慮し、文字の拡大や音声読み上げソフトへの対応を強化
・利用者の利便性を考慮し、イベントカレンダー機能を追加

イ 県政出前講座の充実（Ｈ２３年度）
県民ニーズを踏まえ、講座内容を見直すとともに、出前講座を通じて県の施策を
積極的に周知

ウ 県政メールマガジンの配信（Ｈ２３年度）
携帯電話利用者等に対し県のイベント情報等をメールマガジンとして配信

エ インターネットモニター制度の創設（Ｈ２３年度）
現行の県政モニター制度に加え、インターネットを活用したモニター制度を創設
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平成２３年度行政監査報告書

平成２４年３月発行

石川県監査委員（監査委員事務局監査第三課）

〒 石川県金沢市鞍月１丁目１番地920-8580
076-225-1863直通電話

076-225-1864ＦＡＸ

http://www.pref.ishikawa.jp/kansa/index.html
kansa@pref.ishikawa.lg.jpﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ


